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第１章 研究背景と目的 

 
 
１.１ 研究背景 

  
「リン」は全ての生物に必須の物質であり、肥料として農業に用いられるなど、様々な形

で私たちの生活と密接に関連している。リンと食糧生産との結びつきは特に重要であり、

世界の人口は、リン・窒素等の化学肥料と農薬を用いることによって、飛躍的に生産性を

高めた農業によって支えられている。 
 
 しかし近年、このリン肥料の源である｢リン鉱石｣が世界的な枯渇の危機にあると指摘さ

れている。このような状況でリン資源をいかに確保し有効・循環活用するかが世界的に重

要な戦略・研究課題として認識されつつある。 
 
 日本国内にはリン鉱石の鉱山は存在せず、リン鉱石は 100％輸入に頼っている。その一方

で、リンを多量に含む下水汚泥や畜産廃棄物が様々な理由から農地に還元されていなかっ

たり、下水や畜産廃棄物由来のリン・窒素が内湾などの閉鎖性水域の富栄養化など自然・

生活環境への悪影響を引き起こしている。こうした状況は国内のリン資源が適正管理され

ないまま偏った分布状況になっていることを示している。 
 
 
 リン肥料の消費という点では、日本の農業は消費者・生産者の食品の安全に対する意識

の高まりなどを背景とし、二つの大きな方向性に動き出しているといえる。ひとつは有機

栽培等の減農薬・減肥料の考えを中心とした、自然の能力を最大限に活用しようとする農

業。また、一方で栄養・温度などを施設で完全に管理した植物工場が市場での価格競争能

力を持つまでになるなど、施設型の農業も一つの完成形に達しつつある。 
 
 
 棄物管理分野でも、循環型社会形成の機運の中で、リンフローに大きく影響を及ぼすと

考えられる動きが起こっている。まず、バイオマスニッポン総合戦略という有機性廃棄物

の利活用推進政策。この施策はエネルギー政策の要ではあるが、この施策によって変化す

る有機物性廃棄物中の栄養塩類のフローを見過ごすことは出来ない。また、家畜排泄物処

理法の施行によって、畜産廃棄物の管理体制は大きく変化した。そしてリンの主な流出源

の一つである下水道分野では、富栄養化の防止と希少資源回収を目指して、下水からのリ

ンの化学的な回収技術が確立されつつある。 
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 こうした状況を踏まえた上で、日本国内でもリン資源の循環利用に向けて、資源を把握し、農

業や畜産業、廃棄物管理といったそれぞれの分野での取り組みをうまく連携させていくための戦

略が必要となってくると考えられる。 国内のリン資源の把握を目的とした研究としては、水谷によ

る日本国内のリン・窒素フロー分析（1997、1998、2003）、などいくつかの文献がある。 

 

 しかし、リンの有効利用を考える際に重要なことは、未利用のリン資源の大半が有機性廃棄

物中（下水汚泥、畜産廃棄物等）に含まれている(水谷：1998)ことから、その回収や移動には様々

な制限があるということ(荒巻：2001)である。それは、現行の廃棄物処理体制の問題でもあるが、

有機性廃棄物のような価値に対して重量・かさが大きいものは経済的にも移動が難しいといえる。

また、有機性廃棄物の種類や農業・畜産業の規模・形態には地域性があると考えられ、実際の取

り組みでは地域ごとの資源と産業の形態に応じた対策が取られるべきであると考えられる。その

際には畜産業や農業といった分野間での理解と連携が非常に重要となる。そのため、各主体の

連携の中心となれる立場であり、廃棄物の管理者でもある市町村レベルでの有効利用を考えるこ

とが重要であると考えられる。 

 

しかし、国家レベルでの栄養塩類フローに関する研究や、特定の流域や農場に関する研究は

あるものの、市町村レベルでの栄養塩類フローに関する研究はそれほど多くない。有機性廃棄物

などを扱う場合、先にも述べたとおり、資源の地域性に配慮した取り組みと地域の連携が必要で

あり、国全体での議論と、地域別の議論を分けて考える必要がある。 

 

 

 これらのことから市町村レベルでの地域ごとのリンのマテリアルフロー分析に関するケースス

タディを行っていき、データ収集の方法や評価手法についての議論を深め、リン資源の有効利用

戦略を構築していく必要性があると考えられる。 

 
 そこで、本研究においては市町村レベルでのリンのマテリアルフロー分析を、いくつか

の市町村を対象として行い、その結果から、地域ごとのリンフローの特徴の切り出し、地

域のフローの特徴に合わせたリン資源の適正管理のための枠組みを提案するとともに、リ

ンのマテリアルフロー分析の手法を汎用化することを目標とし研究を行うこととした。 
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１.２ 研究の目的 

 
 
｢1.1 研究の背景｣より、本研究では市町村レベルでのリンフローの把握と、地域の現状に

対応したリン資源適正管理のための枠組みを提案することを研究の目的とした。 
 
 
 調査の対象地域としては、バイオマス利活用に取り組む地域、畜産業が盛んな地域、都

市型で下水道へのリン排出量が多い地域、をそれぞれ対象地とし、Material Flow 
Analysis(MFA)と呼ばれる手法を用いて、それぞれの地域におけるリンフローの定量化を行

った。そして、それぞれの地域においてポイントとなる論点を整理し改善案の提案を行っ

た。 
 
 
 最後に、リンフローに影響を与える要因を整理し、産業構造等からの地域の類型化を試

みるとともに、｢1.1 研究の背景｣で述べた様々な動向が地域のリンフローに与える影響を評

価し、類型化した地域ごとのリンの循環利用戦略を構築・提案することとした。 
 
 
 
 
 
 
 
 本研究を行うことによって、リンという単一の物質を循環させるというだけでなく、そ

れに向けて農業・畜産・廃棄物・下水道といった分野間の取り組みを推進することで、栄

養塩類の分布の偏りを解消して自然環境を保全し、安全かつ安定的な食糧生産体制の確立

という社会全体の目標への礎としたい。 
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１.３ 本論文の構成 

 先述したとおり、本論文の目的は MFA と呼ばれる手法を用いて、市町村レベルでのリン

フローの実態を調査し、その結果から調査手法を整理するとともに、対象地域のリンフロ

ーにおける重要な特徴を切り出して地域の特徴に応じた管理・循環利用戦略を構築できる

ようにすることである。 
 図１．３－１に示すように、本論文は大きく分けて四つの部分から構成される。 

第３章において、リンフローに影響が大きいと考えられる特徴を持つ調査対象地域の選

定と、MFA の手法についての整理を行った。そして、第４～６章では MFA の手法を用い

て実際の調査を行った調査結果を示し、それぞれの地域における取り組みの評価・改善案

の提案を行った。第７章の前半では調査から得られたノウハウ・数値をまとめるとともに、

リン循環の地域特性の切り取り方を提案し、社会の変動がリンフローに与える影響の評価

を行った。第７章の後半では前半でまとめた方法と社会変動の評価を用いながら、三つの

MFA の結果を考察し、地域の特徴に応じた循環利用戦略の提案を行った。 
 なお、第２章において、研究背景や他の MFA に関する研究のレビューを行った。 

 
図１．３－１ 本論文の構成 

 
 
 
 
 

３つの MFA のケーススタディ 

第７章 
④適正管理へ

の提言 

リンフローに関わる地域のトピック 
⇒畜産廃棄物管理・農業と畜産の連携 
⇒消費地域・流域圏での栄養塩類管理 
⇒生産地域・バイオマスタウン構想 

対象地域 
第４章 茨城県坂東市 
第５章 千葉県柏市 
第６章 神奈川県三浦市 

７．１ リン循環の地域特性の分析 
７．２ 社会の変動とリンフローへの影響 
７．３ 地域の類型化と管理への課題 
７．４ リン資源の敵際管理に向けた MFA 
 

②実態調査 

①調査地と 
手法の決定 

第３章 研究の手法と手順 
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第２章 リン資源と MFA に関する既存の研究 

 
２.１ リン資源有効利用の必要性 

 
２.１.１ 国際的リン資源の状況 

  
リンを含む鉱石自体は地球全体に存在しているが、高品質のリン鉱石の分布状況には非常

に偏りがあり、モロッコを中心としたアフリカ大陸北部、アメリカ合衆国、南アフリカ共

和国、ロシア、中国などに分布している。具体的には世界の 12 カ国で生産量の 95％が産出

されており、そのうちアメリカ、モロッコ、中国で 66％を産出している(Smil, 2000)。 
 
 化学肥料の導入による農業の近代化と、それに伴う伝統的な栄養塩類の循環利用法の衰

退、さらには人口増加による食料生産増大への要求も重なり、リン鉱石の需要は急激に増

加し続けてきた。無機リン肥料の消費に関して、発展途上国と先進国の動向は対照的で、

途上国がこの 25 年間で５倍以上消費量を増やしているのに対して、先進国では 50％以上も

削減された。先進国ではこれまでの過剰な投入の結果、土壌は飽和に近い状態になってお

り、今後、投入量が急激に増加することは考えにくい。しかし、途上国では依然として土

壌中のリンが不足している状態にあり、仮に先進国と同様の動きを示すと、それだけでか

なりの需要が見込まれる(Steen,1998)。 
 
 これまでの利用の結果、経済的に利用可能な質の高いリン鉱石は徐々に貴重になりその

枯渇が危ぶまれており、今後 50 年間に経済的に利用可能なリン鉱石の半分が消費されると

している。また、その他の問題として、リン鉱石は不純物としてカドニウムや砒素などと

いった有害な重金属とともに掘り出されるケースも多く、質の低いリン鉱石が増えること

によって発掘コストに加えこうした有害物質の処理に関するコストがかさむことが懸念さ

れる(Steen,1998)。 
 
 このような背景からリン鉱石を石油などと同様に国際的な戦略物質として捉えなければ

ならないような状況が作られつつあるといえ、アメリカは価格の吊り上げによって、事実

上の輸出禁止措置をとっている。 
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２.１.２ 日本国内のリン資源の状況 

 
 日本は化学肥料原料としてのリン鉱石を全量輸入に頼っている。主な輸入国は中国、南

アフリカ、モロッコ、ヨルダンである(財務省貿易統計より)。しかし、1990 年代後半にア

メリカ合衆国がリン鉱石の輸出を全面的に停止したことを受けて、国内に存在しているリ

ン資源をの有効活用への機運が高まっている。日本は当時リン鉱石の約半分をアメリカか

らの輸入に頼っていたが、輸出禁止措置によってその後１０年足らずの間に輸入量の大幅

な削減と輸入国の変更を余儀なくされた。このように国際的戦略物質としての性格をリン

鉱石が持ち始めた結果、国内資源の有効利用に関する議論が加速したと考えられる。 
 
 他方で、閉鎖性水域等の富栄養化の問題を受け、下水からのリン・窒素の除去の必要性

は周知されていることである。また、リンを多量に含む下水汚泥の処理に各地方自治体が

苦慮していること、有機性廃棄物の有効利用が国家レベルの戦略（バイオマスニッポン総

合戦略）として持ち上げられていることなども、国内のリンの有効活用の必要性の後押し

になっていると考えられる。 
 
 国内のリン資源の把握を目的とした研究としては、水谷による日本国内のリン・窒素フ

ロー分析（1997、1998、2003）、などいくつかの文献がある。これらの論文によれば、日

本国内のリンのフローでは最終的なストック・流出先として、土壌固定量が最も多く、次

いで水域への流出、廃棄物と続く。輸入による国内へのインプットと最終的なストック・

流出量との比で見たとき、土壌固定量は 75%、水域への排出が 13%、廃棄物が 5%となっ

ている(三品・新保 2003)。このうち、土壌固定に関しては、農業サイドでの研究が進んで

はいるものの、有効な回収技術の提案には至っていないというのが現状である。これに対

し、下水道を通過する量は輸入量に対し 10％程度見込まれており、また、富栄養化防止の

観点から社会的な後押しもあって、いくつかの回収技術が実用段階になりつつある。 
 
 リンの有効利用を考える際に重要なことは、未利用のリン資源の大半が有機性廃棄物中

に含まれている(水谷,1998)ことから、その回収や移動には様々な制限がかかるということ

である(荒巻,2001)。それは、現行の処理体制の問題でもあるが、有機性廃棄物のような価

値に対して重量が大きいものは経済的にも移動が難しいといえる。そのため、県や市町村

レベルといった限られた行政区分での有効利用を考えることが重要であると考えられる。

しかし、リンに関して地域固有の資源の把握などを目的にした研究はほとんど行われてい

ない。有機性廃棄物などに関しては、地域の固有性が強く反映されていると考えられ、実

際の取り組みとしては地域ごとの資源に対応した対策が取られるべきであると考えられる。 
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２.２ 農業とリン資源 

 
２.２.１ 土壌中のリン 

 
 日本における農業で、施肥リン量に対するリン利用率は高いところで 10～15％、低いと

ころでは３～５％と、窒素(約 80%)やカリウム(約 60%)といった他の栄養塩類と比較すると

非常に低い。このような利用率しか達成できない背景には日本の農耕地における土壌が大

きく関連している。 
 
 日本の畑地の約 50％は黒ボク土と呼ばれる火山灰土壌である。この黒ボク土には、アロ

フェンと呼ばれる非結晶質粘土鉱物が多く含まれる。アロフェンはその表面に多くの

[Al-OH2+]基が露出していることが知られている。リン酸イオンはアロフェンや鉄酸化物イ

オンの OH 基と配位子交換反応をし、アルミ、鉄と強固に結合する。こうしたリン酸はほ

とんど水にも溶けず、結果植物にもほとんど利用されずに土壌に蓄積していく(犬伏,2003)。
これが現在考えられているリン酸の土壌固定の主なメカニズムであるといえる。 
 
 土壌中には大きく分けて無機態として Al、Ca、Fe と結合したリン酸と、有機態のリン酸

が存在する。有機態のリン酸は一部の易分解のものを除くとほとんどが植物には利用され

ない(植物栄養・土壌・肥料大辞典)。無機態のリン酸のうち Ca 型のものは比較的水にも溶

けやすく、植物にも利用されるが、Al、Fe 型については溶解しづらく一部の植物が利用で

きるに過ぎない。また、無機リン酸の形態は土壌中では徐々に Al 型に収斂してゆくという

ことが分かってきている(平田,2004)。なお土壌ｐH によって土壌中のリンの形態は影響を

受けるということが知られており、酸性土壌中だと Al、Fe との強固な結合態となる割合が

高まるとされている。また、実際の農地は一部を除いてほとんどの場合酸性土壌であると

されている。こうした背景からリンの利用効率の向上に関連する研究が多数行われている

ものの、現在に至るまで有効な減リン施肥技術の確立にはいたっていない。 
 
２.２.２ 植物とリン 

 
 植物のリン酸吸能は単位根長当たりのリン吸収能力と根長の積で表される。そのため、

根の表面積を増加させる根毛の役割がリン吸収能力に大きく関係する。しかし、総じて作

物の育成期間が長く、根が発達してからの期間が長い作物の方が、低リン土壌における栽

培(有効態のリン酸が少ない土壌)における栽培に有利であるといえる(植物栄養・土壌・肥

料大辞典)。植物のリン酸の吸収方法としては植物自身が根圏に分泌する各種の有機酸と酸

性フォスファターゼによって吸収する場合と、菌根菌と呼ばれる糸状菌から供給される場

合に分けられる。 
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２.２.３ 必要とされる肥料 

 
 リン酸肥料に限らず、農業サイドでは土壌改良などの観点から有機資材の運用が積極的

に進められている。しかし、その一方で、栄養塩類のすべてを有機肥料だけでまかなうこ

とは出来ない。有機肥料の投入は土壌の pH を急激に変動させるといった様々な変化を伴う

場合があるため、基本的に栽培中には投入できないことから、追肥に関してはすべて化学

肥料でまかなうこととなる。基肥に関しても有機肥料でまかなえるのは半分までで、残り

の半分くらいは化学肥料を入れた方がよいという有機資材運用指針が定められている(これ

は各県の農業試験場が発表しているもので県によって多少その内容は異なる)。施肥の方法

や時期などは化学肥料の種類によっても異なるため、それぞれの成分にあわせた需要パタ

ーンと供給パターンから最適な循環利用方法を提案する必要がある。リンに関して言えば、

リンは基肥の投入のみで十分とされている。 
 
 
２.３ 有機物リサイクルへの取り組みと栄養塩類管理 

 
２.３.１ バイオマスニッポン総合戦略 

 
 国家レベルでの有機性廃棄物有効利用戦略である「バイオマスニッポン総合戦略」を受

ける形で、現在様々な地域でバイオマスの有効活用が進められている。またそれに加え、

埋め立て処分場の残存容量の減少の問題などから下水汚泥や畜産廃棄物の有効利用に対し

ても積極的に取り組もうとする自治体も現れてきている。こうした取り組みの多くはエネ

ルギー利用が中心であるため、それらの取り組みが地域の栄養塩類フローに与える影響を

定量的に評価した研究は少ない。しかし、有機性廃棄物の有効利用は地域の栄養塩類に与

える影響も大きいと考えられ、こうした視点からの評価が必要であると考えられる。 
 
２.３.２ 物質循環システムのための栄養塩類フロー解析 

 
 物質循環システムを目標として、窒素に関してそのフローを解析した研究はいくつか存

在する。松本(2000)は市町村レベルでの窒素フロー解析モデルを構築し、食料や飼料として

域外から窒素が持ち込まれた場合、堆厩肥や農業生産物として地域外に持ち出すことによ

って、環境中への流出などを防ぐことが出来ることを示した。 
 また、竹中ら(2002)は松本が構築したモデルを用いて、北海道の大規模畑作と酪農が混在

する地域において、窒素循環モデルを構築し、物質循環上の問題点を明らかにした。この

研究からは、畜産農家と大規模畑作農家が連携する有畜複合農業モデルにすることによっ

て、環境への負荷が削減されることが示されている。 
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 荒巻ら(2001)はコンポスト製品の需給バランスを窒素の供給量から解析した。この中で、

窒素含量で考えた場合には、畜ふん系のコンポストが優先的に利用された場合、下水汚泥

コンポストは一部の地域を除いてほとんど利用されないという結果が示されている。 
 リンに関しては、農家レベルでのリン循環に関する研究がなされている(田端ら,2005)。
肉牛肥育と水稲複合生産システムにおけるリンの利用状況を定量化した研究で、農家に投

入されたリンのうち 18％が生産物として産出されることなどが示されている。 
 
 しかし、リンに関して市町村レベルなどでそのフローの解析を行った研究は行われてい

ない。また、近年畜産農家の大規模化が進んでおり、竹内らが行ったような大規模畑作と

の連携が取れない地域においては、さらに有効利用の枠組みを広げて考える必要があると

考えられる。 
 
 
 
２.４ 都市の持続可能性評価手法としての栄養塩類循環 

 

２.４.１ 都市の持続可能性評価手法としてのマテリアルフロー分析 

 
 持続可能性“Sustainability”という言葉は多くの要素を含む言葉だが、1987 年の「World 
Comission on Environment and Development」の中で、“将来世代の要求の実現可能性を

損なうことなく現代世代の要求を満たすこと”、と定義されている。 
 これからの世界の持続可能性を考えるときに都市自体の持続可能性を議論することが重

要となってくる。なぜなら都市は世界人口の多くを抱えており、その数はこれからも増え

続けるからである。都市の持続可能性を評価する手法としては sustainable indicater、
ecological footprint などがその代表例として挙げられ(Bossel,1999)、様々な方面からの取

り組みが行われている。こういった取り組みの一環として栄養塩類のマテリアルフローを

分析し、その流出入のバランスを持続可能性の指標の一つとして利用しようという試みが

ある。そうした試みは産業や都市といった人間活動の集積の場をある種の有機体として捉

え、その状態を様々な物質のマテリアルフローの側面から評価することで、その都市の持

続可能性の改善に役立てることが出来るのではないかという考えに基づいて行われている

(Graedel,1995)。 
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２.４.２ 都市における栄養塩類循環に関するこれまでの研究 

 
 都市における MFA の研究は古くは 1977 年に Newcombe,K によって行われた香港に関

する研究がある。この研究の中ではでにメタン発酵技術の利用可能性やリン資源の有効利

用の必要性、また、肉類摂取量の増加による一人当たりの農耕地面積の増大への懸念が示

されている。 
 近年の研究では中国の流域に対してリンのマテリアルフローの解析を行い、リン資源の

管理のあり方を検討した研究(Liu ら,2004)がある。また、ベトナムの都市に対して、入手

できるデータが限られた中でいかにして MFA を行うかという研究も行われている。 
 MFA に関しては、この他にも、中国やフィンランドといった国レベルでの解析が行われ

ている。 
 
 しかし、主に都市を対象とした研究は水域への排出負荷削減を目的とした研究が多く、

資源循環の枠組みをどう捕らえるかといった議論はこれまであまりなされていない。 
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第３章 ケーススタディの選定と調査手法 

 
 
３.１ ケーススタディ対象地の選定 

 
 本研究では、特にリン資源の管理上重要であると考えられる３つの地域について MFA を

行なった。リン資源の適正管理を考える上での前提条件として、循環利用する際には農業

分野において利用可能であることと、水環境への排出負荷は極力削減しなければならいと

いうことがある。これらは比較的どの地域に関しても共通して言えることである。特に地

域特性を踏まえた上でのリン資源管理という面から考えると、重要なポイントは大きく分

けて、①畜産廃棄物に含まれる資源の管理、②都市型地域から生活雑排水・下水として排

出される資源の管理、③畜産廃棄物や下水汚泥を含む有機性廃棄物の有効利用がそのフロ

ーに与える影響、の三点であると考えられる。そこで、このような地域の性格をもった市

町村を統計情報などから絞り込んで調査対象地域とした。 
 
 
・ 畜産廃棄物に含まれる資源の管理 
 

絞込み条件： 

①茨城県・千葉県の市町村を対象に農業産出額の品目の上位に畜産関連の品目(豚、鶏卵、

生乳、牛など)が入る自治体 

②就業人口に占める農業就業人口率が 10％以上 

③農業産出額に占める畜産業の割合が 25％以上 

 

絞込み結果： 

茨城県小美玉市、茨城県石岡市、茨城県板東市、茨城県鉾田市、千葉県香取市 

 
 この結果から、従来からの畜産廃棄物の堆肥化に取り組んでいたことや、アクセスの

しやすさなども考慮に入れて、茨城県坂東市を調査対象地域とした。坂東市についての詳

細は第四章に記した。 
 
 
 
 
 



 31 

 
・ 下水から排出される資源の管理 
 
絞込み条件： 
①千葉県での人口上位 10 都市 
②下水道普及率 80％以上 
 

絞込み結果： 
千葉市、柏市 
 

 この結果からアクセスのしやすさなどを考慮に入れて、千葉県柏市を調査対象地域とし

た。柏市については第五章で記した。 
 
 
・ 有機性廃棄物の有効利用が地域のリンフローに与える影響の評価 
 
絞込み条件： 
①東京・千葉・神奈川で、バイオマスニッポン総合戦略の｢バイオマスタウン構想｣への参

加市町村 
 
絞込み結果： 
東京都あきる野市、千葉県白井市、千葉県旧山武町(現山武市)、神奈川県三浦市 
 
 このうち、下水汚泥や浄化槽汚泥などリンフローと関連が深い有機性廃棄物の有効利用

に取り組もうとしており、従来から環境保全型の農業に取り組んでいることで知られてい

る神奈川県三浦市を調査対象とした。三浦市については第六章で記した。 
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３.２ Material Flow Analysis (MFA)の手法 

 
 
 MFA の手法は Brunner らによる「Practical Handbook of MATERIAL FLOW 
ANALYSIS(2004)｣ を参考にした。後に示す３つのケーススタディにおける MFA は、これ

から示すいくつかの段階を踏んで行った。一般的に、MFA を行う最初のステップは、問題

とそれに対する適切な目標の設定から始まる。そして、その目標に対して関連のある物質

と適切なシステムの範囲(システムバウンダリー)、プロセス、製品・廃棄物を決定する。次

に、関連する製品・廃棄物の総量の動きと、対象物質の濃度を決定する。そして、対象物

質の移動量とストック量が算出され、最終的な物質フローが決定される。 
 
 
３.２.１  課題の設定と MFA の目的 

 
 これまでに述べてきたように、リン資源の管理・循環利用に関する議論では、牧場や農

場レベルの小さな範囲での議論や、逆に全国規模での議論はあるものの、資源の地域性な

どに配慮した議論はなされておらず、個別地域での取り組みにつながるような分析がなさ

れていないのが現状である。 
そこで今回の研究では MFA を行う目的を大きく分けて二つ設定した。一つは、リン資源

の適正管理に向けて、廃棄物などの管理者である市町村レベルでの資源の把握を行い資源

の地域性を明らかにすること。もう一つは資源を適正に管理するためには、どのような規

模でシステムの枠組みを作るべきなのかという、システムのバウンダリーの枠組みのとり

方を提案することである。 
 
 
３.２.２  対象物質の選定 

 
 対象物質はリンのみとした。 
 
 栄養塩類の適正管理を言う点では、リンと同様に窒素やカリウムに関してもこうした分

析が必要であると考えられる。しかし、窒素に関しての研究はある程度進んでいること、

資源の適正管理という面ではリンの重要度が非常に高いと考えられること、対象物質を増

やすと調査・結果が煩雑になることなどから、リンのみを対象とした。 
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３.２.３  システムの空間的・時間的なバウンダリーの定義 

 
 空間的なバウンダリーは｢市町村｣とし、時間的なバウンダリーは一年毎と設定した。 
 
一般的に、空間的バウンダリーは物質の移動に関連するプロセスを含んだ範囲で、極力

小さく境界がはっきりした範囲を取るとよいとされている。このため、情報の得やすさ、

利用しやすさから、行政区分や河川流域によって定義することが現実的である場合が多い。 
 リンの適正管理を考える上で、水域への流出を考える場合には流域が適切であると考え

られるし、農村的な地域ではコミュニティーのレベルなども考えられる。しかし、下水道

など消費プロセスからの排出を適正に管理するため、それらの管理者である行政を対象と

することは重要であると考えた。また、枠組みのあり方を提案することも今回の MFA の目

的に含まれているが、有機性廃棄物の有効利用を考える際に、｢都道府県｣では廃棄物の移

動などを考えれば広すぎ、コミュニティーの単位では局所的すぎると考え、自治体の最小

単位である市町村においてデータを積み上げ、その上で資源管理の方策を考えることが重

要なのではないかと考えた。 
 
 時間的なバウンダリーの定義は、長期間に平均的にどの程度の量が移動しているのか調

べるような場合には、関連する活動の時間的な変動を平均化できるくらいの長さに時間的

なバウンダリーを設定すればよいとされる。そのため、人間活動を対象とする場合には１

年間という単位が使われることが多い。今回の MFA でも、農業のサイクルを考えた場合、

一年間で区切ることが適切であると考え、一年間を時間的なバウンダリーの区切りとした。 
 
 
３.２.４  システム内のプロセス・フロー・ストックの定義 

 
 空間的・時間的なバウンダリーが決定した後、対象となるシステム内のプロセス、およ

びシステムへの製品・廃棄物の移動量の推定を行った。 
 
 システムの分析に必要なプロセスの数は、対象とするシステムによって異なる。また、

それぞれのプロセスはさらにサブプロセスに分解することが可能であるし、逆に統合化す

ることも可能である。今回の分析では、分析の煩雑さと精度という点から、各地域に対し

て 10 程度のプロセスに設定した。 
 
 プロセスを設定した後、各プロセスに関して、どのような製品・廃棄物の移動があるの

かを明らかにし、システム間の製品・廃棄物の移動を把握した。 
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３.２.５  物質のフローとストック量の算出 

 
 物質の移動量を X とすると、この量は製品・廃棄物の移動量ｍに、製品・廃棄物中の対

象物質濃度ｃをかけることで求めることができる。 

ijiij mX c・=  

このとき               
i=製品・廃棄物の種類       
j=対象となる物質の濃度・含有量  

 
こうした製品・廃棄物の移動量に関する情報の多くは、国や地方自治体などの機関が提

供する資料などから入手した。また原単位の多くは文献や論文から数値を引用した。 
 
物質の移動量を計算した後、システム全体と各プロセスについて物質収支が一致するこ

とを確認する。これが一致しない場合には、①フローを見落としている、②原単位の設定

が適切でない、という理由が考えられる。このようなギャップが生じた場合には原単位の

確認・微調整を行い、ストックが考えられる場合には投入量と搬出量の差をストックとし

た(図３．３－１)。 

 
図３．３－１ システムとプロセスの概念図 

 
３.２.６  結果の表示 

 
 MFA の結果は物質の動きを的確に表現しながら、その結果から何が言えるのかを端的に

あらわすものでなくてはならない。特にシステム間の結びつきとどこで何が利用されて排

出されているのかを明確にする必要がある。 
 今回の結果でも、通過する物質の量に対応して、プロセスの表示を大きくする、矢印の

太さを変えるといった視覚的な効果を意識しながら作成した。 
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第４章 Case StudyⅠ ～茨城県坂東市～ 

 

 

４.１ 対象地域の選定 

 
 全国規模でのリンフローにおいて、農耕地への肥料投入、家庭等での消費プロセスと並

んで、重要度が高いと考えられているのが畜産業に関連したフローである。特に家畜排泄

物の管理と利用に関しては、｢家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律

(家畜排泄物法)｣が施行され、その適正管理が義務付けられた一方で、堆肥原料として農業

サイドからの需要が多いことも知られており、リン肥料の需要と供給のバランスを考える

上での重要な要素であるといえる。 
 
この様な背景から、農林水産業の産出額に占める畜産業の割合が高い地域を対象として、

リンフローの解析を行い、畜産業関連のフローの現状と適正管理のあり方について検討す

る必要があると考え、農業産出額の 27.5%を畜産業が占める、茨城県坂東市を調査対象地

とした。 
 
 
４.２ 地域の概要(表４.２－１) 

 
 
表４．２－１ 坂東市の概要 
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４.２.１ 地理と人口 

 
・ 地理 

 坂東市は、平成 17 年 3 月 22 日に岩井市と猿島町が合併して誕生した。茨城県の南西部

に位置し、総面積は 123.18ｋｍ2 で、区域は東西約 12ｋｍ､南北約 20ｋｍである。首都圏

50ｋｍ圏に位置し、全域が首都圏近郊整備地帯に指定されている。年平均 15℃、年間降雨

量 1,293mm で、比較的温暖な気候に恵まれており、中心部の猿島台地と呼ばれる平坦な台

地には田・畑地が広がる。また、多くの平地林や白鳥が飛来する菅生沼など、良好な自然

が残されている。 
 
・ 人口 

 人口は 57,690 人(平成 17 年 4 月 1 日現在)。ここ数年はほぼ横ばいの状態が続いている。 
 
 
４.２.２ 産業と地域経済 

 
・ 産業別就業人口 

 産業三部門での就業者人口は、第一次産業が 14.0%、第二次産業が 43.0%、第三次産業

が 43.0%で第一次産業の割合が全国(5.0％)、茨城県(8.2％)と比較して高い地域である。 
 
・ 耕種農業 

 坂東市の中心部には猿島大地が広がり、周囲には利根川をはじめとする河川も多く、農

産物生産に適した土地柄である。そのため市域の 46%を耕地が占め、レタス、ネギ、ハク

サイ、トマトなどの茨城県銘柄産品をはじめ、多くの種類の野菜を生産している。 
 坂東市の耕種農業は、農家数・農家人口・耕地面積などは減少傾向にあるが、産出額は

それほど減少していない。しかし近年は、農業従事者の高齢化と後継者不足の問題を抱え

ている。一方で、一戸当たりの耕地面積は近年増加しており、経営規模の大規模化が進ん

でいる。 
 
・ 畜産業 

 坂東市おいて、農業産出額に占める畜産業の割合は 27.5%で全国(14.8%)や茨城県全体

(23.9%)と比較して高く、畜産業が盛んな地域であることが分かる。旧岩井地区では畜産業

の産出額は若干の減少傾向にあり、旧猿島地区では多少の変動はあるものの、ほぼ横ばい

の状態である。畜産業算出額の内訳は、養鶏が 64%、養豚が 30%、残りが乳牛・肉牛であ

る。 
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・ その他産業 

 坂東市内には現在｢つくばハイテクパークいわい｣と｢沓掛工業団地｣二つの工業団地が造

成されている。食品・化学などの工場・事務所が入っており、つくばハイテクパークいわ

いには 12 の企業が、沓掛工業団地には５つの企業が操業している。 
 
 
４.２.３ 廃棄物管理 

 
・ 生活系廃棄物 

 生活系廃棄物は可燃ごみ・不燃ごみ・ペットボトルなど９分別が指定されており、守谷

市にある常総環境センターに搬出している。そして常総環境センターで焼却後、さらに域

外の埋立処分場に埋立処分されている。坂東市では、昭和 47 年から常総地方広域市町村圏

事務組合に一般廃棄物処理を委託しており、常総環境センターはその常総地方広域市町村

圏事務組合が管理するごみ焼却場である。 
 
 
・ 下水道事業 

 旧岩井地区は公共下水道が整備されており、接続人口は 8,236 人である。汚水は岩井浄

化センターで処理後、利根川に放流されている。処理区域内人口、接続人口ともに徐々に

増加している。下水道水洗化人口率 (接続人口/処理区域内人口×100)が 75%となっており、

今後も接続人口の増加が見込まれる。 
 
 旧猿島地区は利根左岸さしま流域下水道で整備されている。接続人口は 1,216 人で汚水

はさしまアクアステーションで処理後、利根川に放流されている。旧猿島地区では下水道

水洗化人口率が 39.2%と低いことから、今後、接続人口は増加していくことが考えられる。 
 
 
・ その他生活排水処理対策 

 坂東市では現在、上記した公共・流域下水道の他に、４箇所の農業集落排水処理施設が

稼動しており、合計使用人数は 2,927 人(平成 18 年４月１日現在)である。下水道を合わせ

た生活雑廃水処理人口は 16,501 人で、普及率は 28.6％となっている。また、合併処理浄化

槽利用人口は 7,047 人(平成 17 年度末現在)である。単独処理浄化槽および、汲取り人口に

ついての情報は公開されておらず、利用人口は後述する方法で推定した。 
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４.２.４ 茨城農業改革と県西地域農業の改革プラン 

 
 茨城県では、近年農業産出額が年々低下していることから、農業の再生策を検討するた

め、平成 14 年１月に有識者からなる「いばらき農業改革研究会」を設置した。 
 
 この「いばらき農業改革研究会」の活動と連動して、坂東市など県西地域を対象とした、

県西地域農業改革推進委員会が平成 14 年５月に設置された。平成 15 年３月には、県西総

合事務所独自に「県西地域農業の改革プラン」を策定し、さらに翌月には、プランの進行

管理のために 124 の推進方法や具体的推進方法を設定した「改革プランの行動計画」を策

定している。 
 
 この｢改革プランの行動計画｣の中で、特にリン資源の管理と関係すると考えられる推進

方策としては、エコファーマー・特別栽培農作物認証の取得推進、畜産農家における堆肥

製造施設の整備及び耕種農家との連携強化による堆肥の有効利用、畜産農家と耕種農家の

組織化の支援、などの項目が挙げられている。 
 具体的な取り組みとして、｢坂東地域堆肥マップ｣を作成し、畜産農家と耕種農家との連

携強化に取り組んでいる。 
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４.３ リンフローの解析 

 

４.３.１ システムの構成プロセス 

 システムを構成するプロセスは、文献・ヒアリングなどから、生産部門２プロセス(畜産、

農耕地)、流通・加工部門１プロセス(工業団地)、家庭等における消費部門の１プロセス(消
費)、廃棄物処理部門の６プロセス(畜産排水処理、堆肥製造、農作物残渣、農村集落排水処

理、浄化槽、公共下水道)の１０プロセスを設定した。 
 なお、各種製品の市場における流通過程はシステムの構成要素から除外した。よって、

域内で生産された製品は一端｢市場｣というシステム外部のプロセスを経た後、消費プロセ

スのフローとして再び域内に搬入されると想定した。 
 
４.３.２ プロセス間の各種フローと移動量の決定 

・ 畜産業(図４．３－１) 

 先述したように、坂東市は畜産業が盛んな地域である。現在、坂東市内で飼育されてい

る家畜は、乳用牛 896 頭、肉用牛 215 頭、豚 28,900 頭、採卵鶏 1,494,000 羽である。また、

近年施行された｢家畜排泄物処理法｣への対応状況は、ほぼ全畜産農家が堆肥化施設などを

設置し対応済みである。 

 
図４．３－１ 畜産プロセス(移入フロー×1、移出フロー×３) 

 
 畜産プロセスへの投入は飼料投入の１系統のみとした。実際の畜産の現場では飼料以外

にも、敷料などの副資材が使用されているが、今回は解析対象としなかった。プロセスか

らの搬出は肉類の出荷、及び家畜排泄物(ふん、尿)の３系統を設定した。畜産プロセスから

産出される肉類については、全て市場に流通するとし、尿は畜産排水処理プロセスへ、ふ

んは堆肥化プロセスへ移動するとした。 
 表４．３－１～２にそれぞれのフローの計算方法を示した。市町村単位では、用いられ

た飼料の量の統計情報が存在しないため、排泄物および、肉類の出荷量の合計を飼料投入

量とした。ふん・尿の発生量は、畜種別の一頭当たりの発生原単位に頭数をかけて算出し

た。肉類の流通量については、飼育頭数当たりの出荷原単位を用いて出荷量を計算し、出

荷量に食品標準成分表の可食部リン含量をかけて算出した。 
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表４．３－１ 畜産製品中リン含量の計算 

 
鶏卵・牛乳中リン含量(t)＝飼育頭数×頭数当たり出荷量×製品中リン含量×10-6 

豚肉・牛肉中リン含量(t)=飼育頭数×頭数当たり出荷頭数×生肉生産係数×製品中リン含量×10-6 

 
 
表４－３．２ 畜産廃棄物中のリン量の計算 
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・ 農耕地(図４．３－２) 

 坂東市の作付け面積は 5,900ha で、水稲やレタスの栽培などが盛んに行われている。図

４．３－２に農耕地プロセスのフローを示した。 

 
図４．３－２ 農耕地プロセス(移入フロー×３、移出フロー×２、ストック×１) 

 
 農耕地には肥料として域内の堆肥化プロセスで製造された堆肥、域外から搬入される有

機肥料、域外から搬入される化学肥料の３系統が投入されるとした。プロセスからの搬出

は、作物の市場への出荷と、農作物の残渣の２系統を設定した。土壌の流出などは対象外

とした。生産された作物は全て市場に流通するとした。また、農作物残渣は域内でストッ

クされるとした。これらの差し引きから算出される差分については土壌固定され農耕地に

ストックされることとした。 
 
 表４．３－３に算出に用いたデータを示した。なお、表中には作付け面積の上位十種類

のもののみ記載した。農耕地に投入される全肥料の量は、茨城県の施肥基準量に作付け面

積をかけて算出した。また、農耕地に投入される有機肥料と無機肥料の割合を全国の肥料

流通量から算出し、全投入量に対しての有機・無機肥料の投入量を算出した。有機肥料は、

域内で生産される堆肥が優先的に使用されると仮定し、不足分を市場から調達するとした。

作物中の量については、食品標準成分表の作物生産量に可食部リン含量をかけて算出した。

農作物残渣は、農作物の主生産物に対する副生産物発生量の比から算出した。副産物の発

生量の比率が分からなかった作物に関しては、三浦市の結果から算出された副産物比率＝

0.64 を用いた。 
表４－３．３ 農耕地への肥料投入と作物中の含有量の計算 
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・ 工業団地(図４．３－３) 

 坂東市にある二つの工業団地のうち、つくばハイテクパークいわいに関しては公共下水

道に接続しており、操業時には公共下水道への流入水中の 15％～20％が工業団地からの排

出分となる。 

 

図４．３－３ 工業団地プロセス(移入フロー×1、移出フロー×３) 
 工業団地には系外から原料が投入され、団地内での加工プロセスを経て、排水は下水処

理場へ、廃棄物および製品は系外へ搬出されるとした。 
 工業団地内でのプロセスに関する情報が得られなかったため、工業団地からの排水を処

理場に送るポンプ上の水質データより、排水中のリン含量のみ算出した。 
 
・ 消費(図４．３－４) 

 坂東市の人口は 57,690 人で、下水道などの整備状況は 6.3 に記した。 

 
図４．３－４ 消費プロセス(移入フロー×３、移出フロー×７) 

 プロセスで消費されるのは食品の摂取によって消費される作物、肉類、魚介類の３系統

とした。リンは洗剤に利用されることもあるが、現在では一部の業務用洗剤を除いて、無

リン化が完了していることから、洗剤からの移入は対象外とした。排出フローは焼却場、

し尿処理場など、系外への搬出が４系統と、系内の他のプロセスへの移動の３系統の計７

系統を設定した。 
 生ごみは一般廃棄物の発生量に厨芥率をかけて厨芥発生量を求め、摂取食物の平均リン

含量をかけて算出した。公共下水道については、流入水中のリン濃度に流入水量をかけて

算出した。なお、流域下水道についてはデータを得ることができなかったため、接続人口

に公共下水道のデータから得た平均排出量をかけて算出した。生活雑排水、農村集落排水、

浄化槽へのフローは、利用人口に一人一日当たりのリン排出原単位を用いて計算した。生

し尿は搬出量に生し尿の一般的な濃度をかけて算出した。 
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・ 畜産排水処理(図４．３－５) 

 
図４．３－５ 畜産排水処理プロセス(移入フロー×1、移出フロー×２) 

 
畜産業から排出される廃棄物のうち、尿については排水処理施設で活性汚泥法などによ

って処理されるのが一般的である。また、処理によって発生した汚泥は脱水後、ふんと混

合して堆肥化されることが多いことから、汚泥は堆肥製造プロセスに移動すると設定した。 
 尿中のフローは畜産プロセスで示した。こうした水処理は各畜産農家が個別で行ってい

るため、規制がかかっている BOD 以外のデータはほとんど入手できなかった。文献による

報告では、標準活性汚泥法の他にも多くの処理法方がとられており、90～100％近い除去率

を示している。しかし、こうした浄化方法は先進的な事例で、活性汚泥法のみでの対処で

は除去率はさらに低い値と考えられる。ここでは排水処理によるリンの除去率を 80％とし

て、投入されたリンのうち８割が汚泥として堆肥化に、２割が処理水として河川に排出さ

れるものとした。 
 
・ 堆肥製造(図４．３－６) 

 
図４．３－６ 堆肥化プロセス(移入フロー×２、移出フロー×２) 

 
 畜産業から直接排出されるふんと、畜産排水処理プロセスから発生する汚泥については、

堆肥化プロセスで肥料として利用できる状態になる。製造された堆肥は、自家消費される

ほか、地域内の耕種農家に利用され、システム内の農地に優先的に投入されるとした。余

剰分については肥料として市場に流通するとした。 
 すでに畜産排水処理プロセスからの汚泥量、畜産プロセスからのふん量が分かっており、

製造される堆肥に含まれるリン量は 406t であった。また、堆肥化によって製造される堆肥

は地域内の堆肥需要を十分に満たす量であったため、農耕地への有機肥料の投入は域内の

堆肥によって全てまかなわれることになり、残りが市場に流通するとした。域内での堆肥

の需要量は農耕地プロセスで算出したように 179t であったため、差分の 228t の堆肥が外

部に搬出されていることになる。 
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・ 農作物残渣 

 農耕地プロセスにて算出した。 
 
・ 農村集落排水処理(図４．３－７) 

 
図４．３－７ 農村集落排水処理プロセス(移入フロー×1、移出フロー×２) 

 坂東市内には農村集落排水処理施設が４箇所設置されている。しかし、システムの分析

の簡略化のため、これらの施設は農村集落排水処理プロセスとして統合した。消費からの

排水フローは、流入水質はデータが入手できなかったため、公共下水道の流入水質を用い

て算出した。処理水質は処理質の平均値に流量をかけて算出した。 
 
・ 浄化槽(図４．３－８) 

 
図４．３－８ 浄化槽プロセス(移入フロー×1、移出フロー×３) 

 
 浄化槽には合併浄化槽と単独浄化槽があるが、それらを一括して浄化槽プロセスとした。

浄化槽プロセスへの流入フローは浄化槽利用人口に一人当たり年間排出係数をかけて算出

した。し尿処理場への搬出量に関しては、し尿処理場への汚泥の搬入量に、汚泥中リン含

量をかけて算出した。処理水の河川へのフローは消費からの流入から、汚泥として搬出さ

れた量の差分から求めた。 
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・ 公共下水道(図４．３－９) 

 
図４．３－９ 下水処理場プロセス(移入フロー×２、移出フロー×３) 

 
 下水処理場への流入は消費プロセスと工業団地プロセスからの２系統とした。排出は河

川への処理水、セメント原料となる汚泥①、堆肥原料となる汚泥②の３系統とした。 
 下水処理場への流入量は、流入水の水質に水量をかけて流入総量を求めた。消費からの

流入量は、流入総量から工業団地からの流入量を差し引いて求めた。 
 処理水への排出は処理水質に流量をかけて求めた。汚泥への排出は、流入総量から処理

水分を引いて、汚泥の搬出実績の割合から、セメント原料化と堆肥原料化への移動量を決

定した。 
 
４.３.３ MFA の結果 

・ システムへの移入 

 坂東市への移入量は年間で 696ｔであった。主なフローは畜産プロセスへの飼料の投入で

67％を占めた。次いで農耕地への化学肥料の投入で 29％であった。消費プロセスへの移入

量は 4%であった。 
 
・ システム外部への移出 

 坂東市から外部への移出量は年間 349ｔで、そのうち堆肥の搬出が 65％を占めた。製品

として外部に搬出される肉類・作物はそれぞれ 15％と 10％であった。堆肥を除いた製品の

搬出量合計は 85.9t で、システム内で人間によって消費される量の 3.0 倍であった。河川へ

の排出負荷は浄化槽処理水が 69％を占め、次いで畜産排水処理水が 23%であった。 
 
・ システム内部へのストック 

 システム内へのストックは土壌固定と、農作物残渣のみであった。畜産プロセスから

発生したふんと畜産排水処理プロセスから発生した汚泥が堆肥としてシステム内で有効利

用されている廃棄物フローと考えられた。 
 
・ 廃棄物関連フロー 

 畜産プロセスから排出されるふん・尿の堆肥化を除くと、域内で有効利用される廃棄物

は存在しなかった。しかし、下水汚泥の一部は堆肥化の原料として域外へ搬出されていた。 
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図４．３－１０ 坂東市におけるリンフロー 
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４.４ 対象地域の特徴とリン資源管理のポイント 

 ５.3 で述べた結果に加え、既存の文献などの情報から対象地域の特徴を切り出し、リン

資源循環活用のためにどのような戦略が必要なのか考察した。 
 
４.４.１ 畜産業内部における循環利用と排出負荷量 

 
 坂東市においてフローの大部分を占めたのは畜産業であった。ただし、ふん・尿の発生

量は計算に利用する原単位によって大きく異なる結果が得られている。今回の計算では築

城・原田(1997)の文献値を引用したが、中央畜産会の堆肥化マニュアルの数値を使って計算

すると、家畜排泄物の発生量はふん・尿をあわせて約 750t と算出された。このように原単

位を用いた計算では、前提条件として計算結果にある程度の幅があることを認識しておく

必要があるが、いずれにしても坂東市においては畜産廃棄物の管理が最も重要である。な

お、今回、築城・原田の文献値を用いたのは、手に入った情報の中では最も新しいデータ

であったこと、計算に関係するファクターが少ないこと、などの理由からである。 
 
 畜産業から発生するし尿の適正処理の問題は、家畜排泄物法の施行よってすでに対応が

進んでいる。しかし、日本の畜産業の現状として飼料作物の栽培をほとんど行っていない

畜産農家による堆肥の自家消費は不可能である。こうした状況を示す指標としては、飼料

作物作付け面積当たりの乳牛成牛換算の家畜密度が挙げられる。これは、各畜種の頭数を、

窒素の排出量などから乳牛頭数に換算した値を飼料作物の栽培面積で除したものであるが、

窒素負荷で言えば、これが 2頭以上になると供給過剰になるといわれている(竹中・秦(2002))。
坂東市の畜産業は養豚・採卵鶏が多く自給飼料離れが進んでいる。そのため飼料作物の作

付面積 223ha に対し、リンの排出量を用いて乳牛成牛に換算した家畜頭数は 25,118 頭で、

飼料作物作付け面積当たり家畜密度は 112 頭/ha となる。全耕地面積で考えても 4.2 頭/ha
となり、市域全体で有効利用しても供給過剰となると予想される。 
 
今回の MFA の結果にもこうした状態が反映されている。農耕地での堆肥需要量

179tP/year に対して、畜産業の供給量が 406tP/year となっており、228tP/year の余剰の

堆肥が発生していると考えられる。農耕地での肥料需要 380tP/yera を全て堆肥によって満

たすことが出来ると考えることも可能だがこれは全農家が有機栽培を行うと仮定するよう

なもので現実的ではない。ただし、施肥基準量は実際の現場での使用量と比較して低い値

となっていることが報告されている(西尾(2003))ことから、実際の投入量は今回の計算結果

よりも多い可能性はある。 
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 こうした状況から、坂東市においては資源の有効利用と畜産廃棄物の適正な管理のため

の最低限の要件として、畜産農家と耕種農家の連携が必須である。また、それに加えて、

域内で消費しきれない堆肥の利用を、他地域との連携などを推進していく必要があると考

えられる。MFA を行うことによって、肥料の需給バランスを定量的に把握することは、坂

東市のように畜産業が盛んな地域においては、適切な利用方法・連携先などを検討するに

当たっての重要な情報となりうる。 
 
４.４.２ 近隣地域との連携可能性 

 
 坂東市域内では供給される堆肥に対して需要量が少なく、今後も大幅な増加は見込まれ

ないことから、周辺地域の状況を踏まえ連携して堆肥の利用に取り組んでいく必要がある

と考えられる。そこで、坂東市周辺地域の市町村について、統計情報から堆肥の需要と供

給バランスの分析を試みた。 
 
 先述した茨城農業改革の中で堆肥利用促進のために、県西総合事務所が作成した｢坂東地

域堆肥マップ｣の対象エリアは五霞町、古河市、堺町、坂東市の２市２町であった。これに

加え、坂東市と隣接する常総市、八千代町、野田市(千葉県)を分析対象とした。 
 
 堆肥の供給量の算出は、畜種ごとの飼養頭数に今回の推定で用いたし尿中のリン排出原

単位をかけて、その合計を堆肥原料としてのリンの発生量とした。本来ならば、同じ畜種

でも月齢などによって原単位は変化するが、ここでは簡略化した。しかし、坂東市の数値

を見るとおおむね MFA の結果と一致することがわかる。これに対し、堆肥の需要量は田・

畑の農耕地面積にそれぞれの施肥基準量をかけて、そのうち約半分が堆肥によって賄われ

る可能性があると仮定し、2 分の 1 をかけたものを堆肥中のリン需要量とした。なお、窒素

肥料と農薬の使用量を慣行使用量の半分に減らすことによって、｢特別栽培農作物｣の認定

を受けることが出来ることからここではリン肥料についても 2 分の 1 の削減が目標となる

と想定した。田の施肥基準量は 100 kg P2O5/ha(=43.7 kgP/ha)、畑に関しては作物別に求め

るべきだが、平均的な値として、200 kg P2O5/ha(=87.3 kgP/ha)を用いた。これについても、

坂東市の MFA の結果とおおむね一致することから、需給バランスを解析するには問題ない

と判断した。分析の結果を表５．５－１に示した。 
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表５．４－１ 畜産業由来の堆肥中リンの供給量と需要量の試算 

 
 
 五霞町、古河市、堺町は県が主導する坂東地域堆肥マップの対象地域である。この３市

町は全て供給量に対して、需要が超過しているため、堆肥需要が見込まれる。特に古河市

において坂東市が供給可能な堆肥の 50％程度の需要が見込まれることが分かった。しかし、

堆肥化マップの対象地域だけでは坂東市から発生する堆肥を利用しきれない可能性がある

ことが分かる。 
 さらに坂東市と隣接する常総市、八千代市、野田市(千葉県)についてみてみると、八千代

市に需要があることが分かる。また、常総市、野田市についても供給可能量の 30％程度の

需要が見込まれた。 
 この結果から、坂東地域堆肥マップの範囲内では供給量に対し需要が足りないが、距離

で言えばほとんど変わらない、他の隣接した市町村と連携することで、供給量が需要量を

越え、生産された堆肥を農耕地で消費することが可能になると考えられた。 
 
 
４.５ まとめ 

 
 MFA を行うことによって、畜産業が盛んな坂東市における、リンフローを明らかにした。

坂東市では畜産業に関連したフローが量的には大部分を占め、その管理の重要性を定量的

に明らかにすることが出来た。 
 
 畜産廃棄物の処理として、一般的に行われている堆肥化だが、特に畜産業が盛んな地域

においては、供給過剰となりやすい。地域全体としての農業の規模が縮小傾向にあること

から、供給過剰の状態を解消する上で、周辺地域の耕種農家との連携が重要であると考え

られた。周辺地域との連携を図る場合、周辺地域の畜産業と農業の統計情報から、容易に

需給バランスを解析することが出来た。 
 
 今回の結果から、MFA によって、地域ごとで域内に存在する未利用資源を把握し、その

活用を促進していくとともに、MFA の結果と統計情報から、需給バランスの解析を行うこ

とが周辺地域とのスムーズな連携を促進するために有効であると考えられた。 
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第５章 Case StudyⅡ ～千葉県柏市～ 

 
５.１ 対象地域の選定 

  
リンは家庭からの排出される際には、ほとんどがし尿あるいは生活雑排水として排出さ

れ、全国的なリンフローにおいても、家庭からの排水処理が重要な位置を占めることはす

でに報告されている。また、閉鎖性水域のリン・窒素による富栄養化防止という観点から

も栄養塩類のフローを把握し、そのフローから適正な管理のあり方を検討することが重要

だと考えられる。なお、下水道分野では早くからリン資源の有効利用に関する議論がなさ

れており、近年、下水からリンを化学的に回収する方法が確立されつつある。 
 こうした状況を踏まえ、人口の集積が進み、かつ下水道などの都市インフラの整備が進

んだ都市・消費型の地域を対象に、下水道からのリン資源回収の可能性を、地域レベルで

の資源管理の視点から評価する必要があると考えた。 
  
そこで、首都圏東部のほぼ中心に位置し、松戸市と並んで東葛飾地域の中心都市である

千葉県柏市を調査対象とすることとした。 
 
 
５.２ 地域の概要(表５．２－１) 

 
 
表５．２－１ 柏市の概要 
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５.２.１ 地理と人口 

 
・ 地理 
 柏市は、千葉県北西部の東葛飾地域に位置し、首都圏東部の中心的な地域である。市域

は南北約１５キロ、東西約１８キロである。地勢は概ね平坦で、下総台地の広い台地上を

中心に、市街地や里山が形成されている。また、大堀川、大津川、金山落などの川沿いや、

手賀沼や利根川沿いに分布している低地では、干拓事業や治水事業なども進められ、まと

まった農地等となっている。  
 
・ 人口 
 人口は 381,387 人(平成 17 年 3 月 1 日現在)で、平成 17 年に沼南町を吸収合併し約 45,000
人が新たに加わった。現在、旧柏市、旧沼南町のいずれの地域の人口も緩やかな増加傾向

である。また、平成 17 年８月のつくばエクスプレスの開通に伴い、これまで開発が遅れて

きた北西部地域において沿線開発が進むと考えられ、当面の間、人口の増加傾向が続くも

のと考えられる。 
 
５.２.２ 産業と地域経済 

 
・ 産業別就業人口 
 産業三部門での就業者人口は、第一次産業が 2.0%、第二次産業が 24.3%、第三次産業が

73.8%と千葉県内でも第三次産業の割合が高い(千葉県 71％、全国 64.3%)地域である。 
 
・ 農業 
 専業農家率 17%は全国(21％)、千葉県(19%)と比較して低い値となっている。農家数、耕

地面積も減少傾向にあり、耕地利用率も 46.0%(平成 16 年～平成 17 年千葉農林水産統計年

報より)と全国(93.8%)、千葉県(94.8%)と比較して極端に低い値となっている。背景には利

根川沿いのゴルフ場予定地の計画が頓挫し、登録上農地のまま耕作放棄地となっているこ

となどがある。農作物の生産量では特産品であるカブが一位で、ねぎ、ダイコン、ほうれ

ん草、コメと続く。畜産農家は都市化や家畜排泄物法の施行などの要因から減少傾向では

あるが、現在でも数件残っており、東葛飾地域では有数の規模の養鶏場が柏市内にあるほ

か、養豚も複数の経営主体が存在する。 
 
・ その他産業 
 現在柏市内には十余二工業団地、柏三勢工業団地、根戸工業団地三つの工業団地で 32 社

が操業している。特にリンフローに関連すると考えられる食品加工業では、アサヒ飲料、

伊藤ハム、日鶏食品が団地内で操業している。 
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５.２.３ 廃棄物管理 

 
・ 生活系廃棄物 
 現在、廃棄物の管理体制は、柏市と沼南町の合併前の体制をそれぞれの地域で引き継い

でおり、柏市内で２つの処理システムが運用されている。 
 厨芥類を含む可燃ごみに関しては、旧柏地区では、柏市が管理する柏第一清掃工場及び、

柏第二清掃工場にて焼却後、柏市最終処分場に埋立処分されている。 
 旧沼南地区に関しては、柏・白井・鎌ヶ谷環境衛生組合が管理するクリーンセンターし

らさぎにて、焼却処理され、焼却灰は業者に処分委託されている。 
 
 
 
・ 下水道事業 
 柏市の下水道は、県が管理する｢手賀沼流域下水道｣と｢江戸川左岸流域下水道｣の二つの

流域下水道の処理区域で整備されている。一部、かつて公共下水道で整備された地区に合

流式の地区が残るが、そのほかの地域に関しては分流式で整備されている。 
 
 手賀沼流域下水道は柏市、我孫子市、流山市、松戸市、鎌ヶ谷市、印西市、白井市など

が処理区域となっており、手賀沼終末処理場で処理される。接続人口は約 47 万人で、年間

処理水量は 66,000 千 m3である。 
 
 江戸川左岸流域下水道は、市川市、松戸市、流山市、野田市、柏市、船橋市、浦安市、

鎌ヶ谷市などが処理区域となっており、江戸川第二終末処理場で処理される。接続人口は

88 万人で、年間処理水量は約 109,500 千 m3である。 
 
 柏市は手賀沼流域下水道に約 30 万人、江戸川左岸流域下水道に約 13,000 人が接続して

おり、柏市分の処理水量はそれぞれ 43,000 千 m3と 1,790 千 m3である。 
 
 
 なお、下水道普及率(処理人口/行政区域人口)は 83.9%で、下水道接続率(下水道水洗化人

口/計画人口)は 97.5％である。処理人口は徐々にではあるが増加している。普及率はかなり

高くなってきているが、接続人口は当面の間増加を続けると考えられる。 
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・ その他生活排水処理対策 
 柏市の非水洗化人口(汲取り人口)は、約 9,500 人、浄化槽利用人口は約 62,000 人である。

下水道の処理人口の増加に伴って、浄化槽・汲取り人口は徐々に減少しており、今後もし

ばらくはその傾向が続くと考えられる。 
 汲取りの生し尿、および浄化槽汚泥の処理体制も、生活系廃棄物の処理体制と同様に、

２つの異なるシステムが運用されている。旧柏市分については｢山高野浄化センター｣にて、

また、旧湘南地域分に関しては、鎌ヶ谷、白井から搬入されてくるものとあわせて柏・白

井・鎌ヶ谷環境衛生組合が管理する｢アクアセンターあじさい｣にて処理されている。 
 
５.２.４  手賀沼の汚染とその対策 

手賀沼は柏市の南東部にある天然の湖沼で、面積は約 650ha、周囲が 38km あり、

松戸市、柏市など７市１村が流域に含まれる(図５．２－１)。近年まで生活雑排水など

の流入によって汚染され、昭和 49 年から平成 12 年まで、全国ワースト 1 の水質であ

ったなど、水質汚濁で全国的に有名になっていた。このため、柏市などの流域市町村に

とって手賀沼の浄化は地域の栄養塩類フローを語る上ではずすことの出来ないトピッ

クである。また、手賀沼の主要流入河川である大堀川、大津川はいづれも柏市を経由し

ているため、柏市の行政や多くの市民団体が手賀沼およびその流域河川の浄化に関係し

ている。また、汚濁負荷量の多くが生活系の排出源が原因とされており(表５．２－１)、
こうした水域の水質管理のためにも適切な、栄養塩類の管理が必要とされている。 
 

 
図５．２－１ 手賀沼の流域図 
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 図５．２－２に手賀沼の水質の経年変化を示した。この図からは平成７年度以降徐々に

水質が改善していることが分かる。また、平成 12 年度には｢北千葉導水事業｣が本格稼動し

始め、かなり水質は改善されたが、環境基準値を達成できないままここ数年下げ止まって

おり、更なる対策が必要になっていると考えられる。 

 
図５．２－２ 手賀沼（測定点：手賀沼中央）の水質経年変化 
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５.３ リンフローの解析 

 
５.３.１ システムの構成プロセス 

 
 柏域内のシステムを構成するプロセスは、文献ヒアリングなどから、生産部門２プロセ

ス(畜産、農耕地)、家庭等における消費部門の１プロセス(消費)、廃棄物処理部門の５プロ

セス(農作物残渣ストック、浄化槽し尿処理場、ごみ焼却場、埋立処分場)、また、域外では

あるが重要度が高いプロセスとして、手賀沼終末処理場と水域への流出を追加した。 
 
 ごみ焼却場は域内に柏第一、第二清掃工場とクリーンセンターしらさぎの三箇所が、ま

た、し尿処理場は山高野浄化センターおよび、アクアセンターあじさいの２箇所が存在し

ているが、これらに関してはそれぞれ、ごみ焼却プロセスとし尿処理プロセスにまとめて

計算することとした。 
 
 なお、江戸川左岸流域下水道の江戸川第二終末処理場に関しては、物理的に距離が離れ

ていること、柏市の接続人口はそれほど多くないことから、終末処理場に向かうフローの

計算は行ったがプロセスとしては設定しなかった。 
 
 また、水域への排出に関しては、手賀沼の浄化などを扱うには流域ごとに区別して扱う

必要があるが、柏市は域内に江戸川、利根川、手賀沼、利根運河の四つの流域を要してお

り、それらを区別して扱うことが情報の精度などから困難であったため、「水域」への流出

として扱うこととした。 
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５.３.２ プロセス間の各種フローを移動量の決定 

・ 畜産(図５．３－１) 

 

図５．３－１ 畜産プロセス(移入フロー×1、移出フロー×２) 
 
 畜産プロセスへの投入は飼料投入の１系統のみとした。実際の畜産の現場では飼料以外

にも、敷料などの副資材が使用されているが、今回は解析対象としなかった。プロセスか

らの移出は肉類の出荷、及び家畜排泄物(ふん、尿合算)の２系統を設定した。畜産プロセス

から産出される肉類については、全て市場に流通するとし、家畜排泄物は全て農耕地に投

入されるとした。 
 フローの計算方法は坂東市での分析と同様に行い、ふんと尿の区別は行わなかった。 
 
 
・ 農耕地(図５．３－２) 
 柏市の耕地面積は 2,710ha で、水稲の他、カブ、ダイコン、ほうれん草、ねぎなどの

栽培が盛んである。 

 
図５．３－２ 農耕地プロセス(移入フロー×３、移出フロー×２、ストック×１) 

 
 農耕地には肥料として域内の畜産プロセスから排出された堆肥と、域外から搬入される

有機肥料、域外から搬入される化学肥料の３系統が投入されるとした。プロセスからの搬

出は、作物の市場への出荷と、農作物の残渣の２系統を設定した。土壌の流出などは対象

外とした。生産された作物は全て市場に流通するとした。また、農作物残渣は域内でスト

ックされるとした。移入フローと移出フローの差分については土壌固定され農耕地にスト

ックされることとした。 
 各フローは坂東市と同様の方法で求めた。 
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・ 消費(図５．３－３) 
 柏市の人口は約 381,000 人で、下水道などの整備状況は 5.2 にて記した。 
 
 

 
図５．３－３ 消費プロセス(移入フロー×３、移出フロー×６) 

 
 
 プロセスで消費されるのは食品の摂取によって消費される作物、肉類、魚介類の３系統

とした。リンは洗剤に利用されることもあるが、現在では一部の業務用洗剤を除いて、無

リン化が完了していることから、洗剤からの移入は対象外とした。排出フローは系内の別

プロセス(焼却場、し尿処理場、浄化槽、手賀沼終末場)への４系統と、系外への排出として

水域への排出と江戸川第二終末処理場への排出の２系統を設定した。 
 
 生ごみは一般廃棄物の発生量に厨芥率をかけて厨芥発生量を求め、摂取食物の平均リン

含量をかけて算出した。手賀沼終末処理場については、流入水中のリン濃度に流入水量を

かけて算出した。なお、江戸川第二処理場については詳細なデータが入手出来なかったた

め、排出水量に手賀沼終末処理場のデータから得た下水中の平均リン濃度をかけて算出し

た。生し尿は搬出量に生し尿の一般的な濃度をかけて算出した。生活雑排水、浄化槽への

フローは、利用人口に一人一日当たりのリン排出原単位を用いて計算した。 
 
・ 農作物残渣 
 農耕地プロセスにて算出した。 
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・ 浄化槽(図５．３－４) 

 
図５．３－４ 浄化槽プロセス(移入フロー×１、移出フロー×２) 

 
 浄化槽には合併浄化槽と単独浄化槽があるが、それらを一括して浄化槽プロセスとした。

浄化槽プロセスへの流入フローは消費プロセスにて算出した。し尿処理場への搬出量に関

しては、し尿処理場への汚泥の搬入量に、汚泥中リン含量をかけて算出した。処理水の河

川へのフローは消費からの流入から、汚泥として搬出された量の差分から求めた。 
 
・ し尿処理場(図５．３－６) 
 先述したように、柏市内では現在二箇所のし尿処理場が稼動している。しかし、機能的

にはほとんど違いが無いため、簡略化のためし尿処理場の１プロセスに統合した。 

 
図５．３－６ し尿処理場プロセス 

 
 移入は消費から排出される生し尿、浄化槽の汚泥、域外からの生し尿・汚泥の移入の３

系統と設定した。なお、域外からの移入はアクアセンターあじさいに全て搬入されている。 
 排出はごみ焼却場に搬入される汚泥①と、業者に処理委託される汚泥②、水域に排出さ

れる排水の３系統と設定した。汚泥①は旧柏市分で山高野浄化センターから排出されるも

ので、汚泥②は旧沼南町分でアクアセンターあじさいから排出されるものである。 
  
・ ごみ焼却場(図５．３－５) 

 
図５．３－５ ごみ焼却場プロセス(移入フロー×２、移出フロー×１) 

 ごみ焼却場への移入は、消費から発生する生ごみとし尿処理場からの汚泥の２系統とし

た。また、焼却によって発生する焼却灰はすべて域内の埋立処分場に埋め立てられるとし、

排出系統は埋立処分場への１系統とした。 
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・ 埋立処分場(図５．３－７) 

 
図５．３－７ 埋立処分プロセス 

 埋立処分場に搬入されるフローはごみ焼却場の焼却灰のみとした。搬入されたものは全

て処分場内にストックされると設定した。 
・ 手賀沼終末処理場(域外プロセス 図５．３－８) 

 
図５．３－８ 手賀沼終末処理場プロセス(移入フロー×２、移出フロー×２) 

 手賀沼終末処理場への移入は域内の消費プロセスからの排出と、域外の消費プロセスか

ら排出の２系統設定した。流入総量は手賀沼終末処理場の流入水量に流入水中のリン含量

をかけて算出した。さらに、全流入水中に対する柏市由来分の割合を算出し、その割合か

ら、消費プロセスから流入量を決定した。そしてその差分を域外からの流入量とした。 
 排出は水域への処理水の排出と、汚泥の搬出の２系統とした。水系への排出は放流水量

に放流水中リン含量をかけて算出した。 
 
・ 水域(図５．３－９) 

 
図５．３－９ 水域への排出 
 水域への流入はし尿処理場、浄化槽、手賀沼終末処分場のそれぞれの処理水と消費プロ

セスから生じる生活雑排水の４系統と設定した。 
 河川を移動する量については解析の対象外とした。 
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図５．３－１０ 柏市における MFA の結果 
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５.３.３ MFA の結果(図５．３－１０) 

 
・ システム全体のバランス 
 MFA の概念上、あるシステムにおいて、総移入量＝ストック量＋総移出量とならなけれ

ばならない。しかし。今回の分析結果では、総移入量 541t に対し、ストック量と総移出量

の和は 637t と 100t 近く増加している。これは、消費プロセスにおいて、移入量 190t に対

して移出量が 286t と 100t 近く増加していることに起因している。 
 消費プロセスにおける移入量の 190t は、人口一人当たりの消費量を約 1.36g/day として

計算した結果である。この数値は年間に消費された食品量(食料自給年次統)に各食品のリン

含有量を日本食品標準成分表から求めて算出した。この他の一人当たりの消費量に関する

数値としては。下水道計画においては一当たりの排出量は 1.2g/day が用いられることが多

く、また、国民健康栄養調査では 1.02g/day と報告されており、今回の試算で用いた値は、

やや高めの数値であるといえる。 
 これに対し、排出フローの中で、手賀沼終末処分場への流出量が 240t と算出されており、

すでに消費量を超えている。手賀沼終末処理場への排出量は、実測のデータを基に以下の

式で算出している。 
 
終末処理場フロー=柏市利用水量/処理場処理水量×処理場流入水量×流入水中リン濃度 

 
 なお、柏市分利用水量は平成 18 年度版柏市下水道事業年報のデータを、また、処理場流

入水量・流入水中リン濃度は平成 18 年度手賀沼流域下水道事業年報のデータを用いた。 
 
 この年間排出量 240t を接続人口一人当たりの排出量に換算すると、2.2g/day となり、先

に挙げた平均摂取量などの数値と大きく異なる。この要因としては、域内の食品加工場な

ど生活排水以外からの流入負荷が主な原因であると考えられる。生活系からの排出量を

1.36g/day/人として下水道への流入量を仮定すると、およそ 130t/year となり、残りの 110t
が別の系統から流入していると考えられるが、工場等の排出水量に関するデータを得るこ

とは出来なかった。このため、今回の結果ではこうしたギャップが生じたままで外部から

不明のインプットがある記述した
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・ システム内部への移入 
 システムへの移入量は年間 541t であった。このうち主なフローは消費プロセスへのフロ

ーで 35％を占めた。また、農耕地プロセスへの投入は化学肥料と有機肥料を合わせて 33％
であった。 
 
・ システム外部への移出 
 システム外部への排出量は年間 440t であった。主な排出フローは手賀沼終末処理場から

のフローで排水と汚泥をあわせて 87％を占めた。製品として市場に搬出されるのは肉類と

作物でその合計は年間 19t であった。これは域内で消費される量の 1 割程度である。また、

消費に関連した廃棄物のフローが域外への搬出の 96％を占めるなど、地域の消費地的な性

格が反映されていた。 
 
 
・ システム内部へのストック 
 システム内部へのストックは農耕地の土壌固定と農作物残渣、埋立処分場の３箇所が考

えられた。このうち土壌固定が 89%を占めた。 
 
 
・ 廃棄物の有効利用 
 域内で有効利用されている廃棄物系のフローは畜産から農耕地への堆肥フローだけであ

った。消費からのフローでは、農耕地に還元される形で再利用されているものはなかった。

しかし、手賀沼終末処理場からの汚泥は全量セメント原料という形で利用されていた。 
 
 
・ 水域への排出 
 水域への排出の中で最も割合が高いのは、手賀沼終末処理場からの処理水で 73％を占め

た。なお、手賀沼終末処理場からの排水は利根川に排出されている。 
 また、浄化槽からの排出は 24%を占めた。これらの排出先は設置箇所がどの流域に属す

るのかによって変わる。四つの流域のうち、手賀沼の流域面積が最も広いが、浄化槽の設

置状況で見ると利根川流域の地区に多いということであったが、詳細なデータを入手する

ことは出来なかった。 
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５.４ 対象地域の特徴とリン資源管理のポイント 

 
5.3 での解析結果を元に、柏のような都市的な地域におけるリン資源管理のポイントを考

察した。 
 
５.４.１ 消費地的性格と排出経路 

 5.1 でも記したように、柏市は首都圏近郊の都市的・消費地的性格を持った都市である。

このことはシステム内への総移入量のうち消費へのフローが約 5 割を占めているなど MFA
の結果にも反映されていた。 
 このような地域の性格は、特に廃棄物などのフローに現れており、システム外部への総

移出量のうち消費関連の廃棄物フローが 96％を占めるなど、消費に関連したフローの管理

が資源管理上、最も重要であるといえる。 
 廃棄物関連のフローにおいて下水道は最も重要なプロセスであると考えられる。リンを

排水から除去するという点では、全流入量中の８割以上のリンを汚泥として回収出来てお

り、また、水質汚濁が問題となっている手賀沼には排水を放流していないことを考えると、

水環境の保全には大きな役割を果たしているといえる。一方で、リン資源の有効利用とい

う点では、全量がセメント原料化されており全く活用されていなかった。このように現状

のシステムでは、水環境の保全には一定の機能を有しているものの、資源の循環利用とい

う側面から考えると、一方通行的な状況が顕著に現れているといえる。 
 
５.４.２ 下水道に含まれるリン資源の有効活用 

 対象としたシステムでは、下水道を通過するリンの量は、農耕地に投入する量の約 2 倍

にもなる。これを農地還元することを考えた場合、大きく分けて二つの方法が考えられる。

一つは堆肥化して利用する方法。もう一つが化学的な回収方法を適応して、化学肥料源と

して利用する方法である。これらの利用方法ついて需要サイドである農業と、供給源とし

て競合する畜産業との関係を踏まえながら考察することとした。 
 
・ 汚泥の堆肥化による利用 
 下水汚泥を堆肥化する際の問題として、作られた堆肥がどれくらい利用されるのかとい

う問題がある。単に量的な問題としても、柏市で用いられている全肥料量の 1.5 倍近く、有

機肥料の使用量の 4 倍以上の量が発生すると考えられる。仮に、我孫子市や白井市といっ

た周辺の市町村との連携を考えても、畜産業から排出される堆肥などとの競合が起こると

考えられる。 
 ここで、柏市周辺の堆肥需要を把握するため、第５章の坂東市のケースで行った、畜産

業由来の堆肥の供給可能量と農耕地における堆肥需要のバランス解析を柏市の周辺地域に

対しても行った(表６．４－１)。 
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表６．５－１ 畜産業由来の堆肥中リンの供給量と需要量の試算 

 
 
 この試算結果から、地域内の畜産業から発生する堆肥が優先的に消費されると仮定して

も、手賀沼流域下水道の処理区域内では 231t の堆肥需要があることが明らかになった。し

かし、下水汚泥の供給量可能量は 316t で、全量堆肥化された場合には、全農家が堆肥によ

って標準施肥量の半分の肥料をまかなうと仮定しても、周辺地域だけで消費しきることが

出来ないということがわかった。また、域内においても食品加工残渣など今回の結果には

含まれていない堆肥原料が優先的に利用されるということも考えられる。これ以上範囲を

広げた場合には、さらに別の流域下水道や畜産由来の堆肥との競合を考える必要があり、

利用先の確保は難しいと考えられる。 
 
 下水汚泥を堆肥化するに当たっては、リンや窒素といった肥料成分の問題以上に、下水

汚泥堆肥に対する｢工場からの排水が流れているから重金属で汚染されているのではない

か｣とか｢人間の排泄物を利用するなんて衛生的に問題なのではないか｣といったイメージ

が問題となって利用が進まない場合が考えられる。実はこうした社会的なイメージの問題

が下水汚泥の理由が進まない大きな理由の一つとして挙げられる。実際には利用上の問題

はほとんどないとしても、このような社会的なイメージを払拭し安定した利用先を確保す

ることは容易ではない。利用者の使いやすさに配慮した堆肥の生産を徹底し、安全である

ことを科学的に証明したうえで、徐々に状況を改善していく必要がある。しかし、今回対

象としたような規模の大きな処理場の場合には、大量の汚泥堆肥が発生するため、広範な

地域から多くの利用者を探してこなければならず、現実的には堆肥としての利用はかなり

難しいといえる。  
 
 
・ 化学的な回収による利用 
 研究背景などでも触れてきたように、下水からのリンの化学的な回収技術はある程度完

成されてきている。下水から化学肥料として利用できる MAP(リン酸マグネシウムアンモニ

ウム)などを安定的に回収することが可能となれば、域内での消費はもちろんの事、資源と

しての価値も高いことから市場に流通させるということも考えられる。 
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 技術的な現状として、下水からの化学的な回収方法では全流入水中の 15％程度までの回

収が可能であるとされる。仮に手賀沼終末処理場にこの技術が採用された場合、15％の回

収率でもリン量にして年間 57t が回収可能となり、柏市で消費されている化学肥料の半分

以上を供給することが可能と考えられ、流域下水道のスケールメリットを生かすことが出

来ると考えられる。 
 また、大規模な流域下水道があるような都市型地域において、近隣に需要が見込まれな

いような場合でも、堆肥化に比べ移動や用途に関する制約が少なくなるため、市場を通じ

て広範に流通可能であると考えられる。 
 しかし、導入にかかる施設費用や、より一層の回収率の改善、また、税金を利用した施

設によって製造された肥料を流通させることにともなう社会的な問題など、解決するべき

課題は多い。しかし、都市・消費型の地域において、こうした技術を適応することは、リ

ン資源の安定的な確保という面から一定の役割を果たすことが期待される。 
 
 
５.４.３ 水環境の保全と MFA 

 特定の閉鎖性水域などへの排出負荷を考える場合、流域単位でのデータ整理が非常に重

要となると考えられる。このため GIS などによる流域単位での情報管理が必要であると考

えられる。現状として手賀沼への主な排出源は、下水道未整備地域の浄化槽と考えられる

が、浄化槽の設置状況の把握などに関しては情報が整備されておらず、正確な情報の把握

が難しい状態であった。 
 
 GISなどの情報ツールと今回行ったようなMFAを組み合わせて栄養塩類のフローを把握

することが、流域の栄養塩類を適正に管理していくための方策を考える上で重要であると

考えられる。 
 
 また、今回の結果から、下水道整備が進んだ地域においても、浄化槽由来の栄養塩類が

水域へ与えている影響が大きいということが明らかになった。浄化槽というシステムは

BOD を減少させるためには有効な手段であったが、栄養塩類を管理するには十分なシステ

ムとはいえない。しかし、下水道で全域を整備することも自治体財政上困難である場合も

多く、今後の技術開発が期待される部分である。 
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５.５ まとめ 

 坂東市と比較して、消費プロセスからのフローが多い消費・都市型の地域性を反映した

MFA の結果を得ることができた。 
 柏市においては、域外への搬出の大部分を消費プロセスからの廃棄物が占めており、特

に下水道や浄化槽といった排水処理システムの管理が、自然環境の保全と資源の有効活用

という両面から重要であると考えられた。 
 流域下水道のような大規模な下水処理場の場合、堆肥化による農地還元は困難であり、

下水からの化学的なリン回収技術が一定の役割を果たすことが出来ると考えられた。 
 水環境の保全のためには、流域単位でのデータ整備が不可欠であり、GIS などを用いた

情報管理が期待される。また、浄化槽システムに変わる、より栄養塩類の管理・循環を意

識した技術の開発が必要であると考えられた。 
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第６章 Case StudyⅢ ～神奈川県三浦市～ 

 
６.１ 対象地域の選定 

 有機性廃棄物有効利用策が地域の栄養塩類循環に与える影響を考えるという視点から、

積極的に有機性廃棄物廃棄物に取り組もうとしている自治体について調査を行うこととし

た。そこで、バイオマスタウン構想に参加している「神奈川県三浦市」を最初の調査対象

地域とすることとした。この計画の中で三浦市は、水産加工残渣、公共下水汚泥、浄化槽

汚泥、農作物廃棄物など域内のこれまで利用されてこなかった大量の有機性廃棄物をメタ

ン発酵に用い、その残渣も堆肥化して農地還元するというプランを立てている。 
 
６.２ 地域の概要(表６．２－１) 

表６．２－１ 三浦市の概要 

 

 
 
６.２.１ 地理と人口 

・ 地理 
 東京から約 60 キロ、横浜から約 30 キロの首都圏最南端の市である。神奈川県の三浦

半島最南端に位置し、北は横須賀市に隣接し、東は東京湾、西は相模湾、南は城ヶ島から

太平洋を望む地に位置する。 
 市域は南北が約８km、東西が約４km で市域面積は約 31.5km2の小さな市である。 
 
・ 人口 
 人口は 50,410 人(平成 17 年 3 月 1 日現在)。平成 6 年の約 54,000 人をピークに現在は緩

やかな減少傾向にある。 
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６.２.２ 産業と地域経済 

・ 漁業 
 三浦市は古くからマグロを中心とする遠洋漁業が盛んな都市であり、特定第三種漁港(利
用範囲が全国的であり、かつ漁業の振興上特に重要であるとされる漁港)である県管轄の三

崎漁港と５つの市営漁港を有する。かつて三崎漁港から水揚げされる｢三崎マグロ｣は全国

一の生産量を誇り、三浦市は重要なマグロの遠洋漁業基地であった。 
 しかし、コールドチェーン化の流れに社会資本の整備が追いつかず、また、海洋資源の

減少、魚価の低迷などの要因から漁業経済は低迷を続けている。 
 こうした状況を受け、三浦市は平成 16 年に地域再生計画の認定を受け、ゼロエミッショ

ン型漁港である三崎水産物流通加工業務団地の成立に向けた取り組みを開始している。バ

イオマスタウン構想への参加もこうした漁業の低迷が根底にはある。 
・ 農業 
 三浦市の農業の歴史は古く、明治時代から｢三浦大根｣が東京市場に出荷されていたとさ

れる。現在、｢三浦大根｣の生産自体は様々な理由によって大幅に縮小した。しかし、温暖

な気候を生かした露地栽培は現在でも盛んであり、市域の 46%を農地が占め、ダイコン、

キャベツ、スイカなどの栽培が盛んに行われている。 
 農家数を見ると、販売農家数 910 戸、うち専業農家が 454 戸(いずれも平成 12 年農業セ

ンサスより)と専業農家の比率が全国値＝21%(平成 18 年度農業構造動態調査結果より)と比

較して高いことも特徴の一つである。一方で、毎年収穫時期に大量に発生する農作物残渣

の処理に苦慮する農家があるなどの問題も抱えている。 
 
・ 観光業 
 三浦市の観光は、三浦海岸(海水浴)・城ヶ島(景勝地)・油壺(水族館・景勝地)・三崎下町(グ
ルメ・土産)などを中心として年間 479 万人(平成 15 年)の観光来遊客が訪れているが、その

約半数が夏場に集中しており、９割が日帰り観光客である。また、その数は年々減少傾向

にある。近年、観光客一人当たりの消費額も伸び悩んでいるため、街の観光地としての付

加価値を高める様々な取り組みが行われている。 
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６.２.３ 廃棄物管理 

・ 生活系廃棄物 
 生活系廃棄物は一般ごみ・プラスチック製容器包装・ペットボトルなど 11 分別が指定さ

れている。このうち再資源化にまわされるプラスチック容器包装等を除く一般ごみ・埋立

ごみが自治体での処理の対象となる。 
 埋立ごみは三浦市域内の西岩堂最終処分場に埋立処分されている。 
 厨芥類を含みリンフローに影響があると考えられる一般ごみに関しては、平成３年から

平成 14 年までは、三浦市域内の｢環境センター｣にて高速堆肥化・減容固化された後、西岩

堂最終処分場に埋立処分されていた。しかし、施設の老朽化が進んだところに、ごみ処理

の広域化計画が持ち上がったこともあって、現在は横須賀市の焼却場に搬出している。 
 
・ 下水道事業 
 三浦市では現在、公共下水道事業として三浦市東部浄化センターを中心とした東部処理

区を整備中である。なお、西部地区に計画されていた西部処理区については市の財政事情

などにより、平成 22 年までは事業着手しない方針がすでに固まっている。 
 平成 15 年の整備状況では、下水道普及率(処理区域内人口/行政区域内人口)が約 29％(14, 
912 人/51,387 人)、下水道水洗化人口率(下水道接続人口/処理区域内人口)が約 73％(10,887
人/14,912 人)となっている。下水道普及率及び下水道接続人口は共に増加傾向で、平成 17
年度には事業認可の下りた処理区域内人口 14,912 人のうち８～９割程度は下水道水洗化に

移行するものと考えられる。 
 東部浄化センターでは標準活性汚泥法によって排水を処理しており、リンの除去能力と

しては、年間を平均するとおよそ７割のリンを汚泥として除去している。下水汚泥は以前

まではコンポスト化されていたが、コスト問題などから、近年はセメント化に回される年

が多くなっている。 
 
・ その他生活排水処理対策 
 三浦市における汲取り・合併浄化槽・単独浄化槽利用人口はそれぞれ、約 7,800 人、約

10,800 人、約 22,000 人となっている。平成 11 年の東部浄化センターの稼動と平成 13 年

の浄化槽法改正によって新規の単独浄化槽の設置が禁止されたことを受けて、今後は汲取

り及び単独浄化槽利用者は徐々に減少し、下水道接続人口、及び合併浄化槽利用者が増え

ることが予想される。 
 生し尿及び浄化槽汚泥については、三浦市衛生センターにて高度処理されており、年間

を平均すると 99%以上のリンが汚泥などとして除去されている。衛生センターの汚泥に関

しては、脱水後、西岩堂最終処分場に埋立処分されている。なお、三浦市衛生センターは

既存の施設に立て増す形で性能強化されてきた経緯があり、最も古い施設はすでに築 30 年

以上経ち老朽化が進んだ状況である。 
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６.２.４ 環境保全型農業への取り組み 

 三浦市は古くから農業が盛んな地であるが、その一方で、畜産・稲作がほとんど行われ

ておらず、畜産廃棄物や籾殻といった堆肥原料が手に入りにくい土地でもある。そのため

か堆肥の利用や食品の安全に対する関心は高く、環境保全型農業が盛んな地域としてもよ

く知られている。 
 堆肥の利用という点では、三浦市農業協同組合においてぼかし堆肥製造施設を整備した

り、周辺地域の農家と共同で｢三浦半島有機物再生利用組合｣を通じて、共同で堆肥原料を

確保したりしてきた歴史がある。 
 また、農薬の使用の抑制への取り組みでは、大根の品質に悪影響を与える土壌線虫防除

のため、マリーゴールドの植栽を行うなどの取り組みがある。 
 こうした取り組みが評価され、平成７年には第一回環境保全型農業推進コンクール(JA 全

中)において大賞が賞与されている。 
 
 
６.２.５ バイオマスタウン構想 

 
・ 構想の背景 
 三浦市がバイオマスタウン構想に取り組むにあたっては、背景にいくつかの行政課題を

クリアできる構想とすることが必要とされている。以下にその代表的な５つの行政課題を

挙げる。 
①三崎漁港二町谷埋立地に形成を目指している三崎水産物流通加工業務団地への企業誘致

促進ために、団地内で操業する業者が利用する電力を安価に供給すること。この背景には

三崎漁港二町谷埋立地の用地価格が高いなどの理由から、団地への企業誘致が思うように

進んでおらず、追加的な措置が必要となっていることなどがある。 
②先述した用に西部地区の公共下水道計画(団地内の廃水処理システムとしても機能する予

定であった)が平成 22 年まで事業着工されない方針となり、団地内の廃水処理システムが新

たに必要となったこと。 
③老朽化が進んだ衛生センターの更新が財政的に難しく、生し尿及び浄化槽汚泥の処理対

策が必要とされていること。 
④現状では、生活環境美化の観点から農地などに放置されている農作物残渣の処理方法が

求められていること。 
⑤東部公共下水道から発生する下水汚泥の市外搬出にかかる費用を軽減すること。 
 このような行政課題に対応するため、メタン発酵による発電により、域内から発生する

農作物残渣や下水汚泥などの有機性廃棄物をエネルギー利用するというバイオマスタウン

構想が計画された。 
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・ バイオマスの賦存量と利用の考え方 
 計画に先立って地域のバイオマス資源の不遜量に関する調査が行われている。以下がそ

の調査結果をまとめたものである。 
表５．３－１ 三浦市内バイオマス賦存量調査結果(三浦市バイオマスタウン構想資料より) 

 

 このうち、すでに堆肥化され有効利用が進んでいる枝木・草葉類、及び、４市１町の広

域ごみ処理体制で処理の方針が固まっている生ごみ(一般ごみ)に関してはバイオマスタウ

ン構想の対象物からは除外された。 
 また、農作物残渣に関しては、時期によって発生量に大きな変動が生じることから、メ

タン発酵に用いられるのは安定して供給が可能と考えられる日量あたり 40ｔとされ、残り

の８割以上に関しては加工商品化や簡易の堆肥化施設による堆肥化を目指すとされている。

以下の図がその利用のイメージである。 
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図６．３－１ 三浦市バイオマスタウン構想におけるバイオマス利用システムのイメージ

(三浦市バイオマスタウン構想資料より) 
・ 施設計画 
 バイオマスタウン構想は主に以下の５つの事業から構成されている(図６．３－２)。 
①資源循環型エネルギーセンター 
 水処理・破砕等の前処理施設、メタン発酵施設、発電施設、堆肥化施設を含むバイオマ

スタウン構想の中核となる施設群。 
②三崎水産物流通加工業務団地(中水利用システム) 
 資源循環型エネルギーセンターから発生する中水が団地内にて利用される。 
③農産・水産加工商品化施設 
 農作物・水産加工残渣からの２次加工製品の開発製造施設。 
④堆肥化サテライト施設 
 資源循環型エネルギーセンターに搬入せず、農地周辺で堆肥化を勧める施設として市内

に数箇所の対比かサテライト施設を整備。 
⑤厚生施設・環境学習施設 
 資源循環型エネルギーセンターから排出される余剰の温水等を利用した厚生施設と、水

産加工と環境に関する学習施設。 
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図６．３―２ 三浦市バイオマスタウン構想全体像(三浦市バイオマスタウン構想資料より) 
 
 
 
 
６.３ リンフローの解析 

 
６.３.１ システムの構成プロセス 

 システムの構成は、文献・ヒアリングなどから、生産部門の３プロセス(農耕地、畜産業、

魚介類加工)、家庭等における消費部門の１プロセス(消費)、廃棄物処理部門の５プロセス(農
作物残渣、公共下水道、浄化槽、し尿処理場、埋立処分場)の計９つのプロセスを設定した。

バイオマス利活用後のシステムでは、し尿処理場をなくし、メタン発酵＆堆肥化プロセス

を追加した。 
 なお、各種製品の市場における流通過程はシステムの構成要素から除外した。よって、

域内で生産された製品は一端｢市場｣というシステム外部のプロセスを経た後、消費プロセ

スのフローとして再び域内に搬入されると想定した。 
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６.３.２ プロセス間の各種フローと移動量の決定 

・ 農耕地(図６．３－１) 

 

図６．３－１ 農耕地プロセス(移入フロー×３、移出フロー×２) 
 農耕地には肥料として域内の畜産プロセスから発生した堆肥と、域外から搬入される有

機肥料、域外から半有される化学肥料の３系統が投入されるとした。プロセスからの搬出

は、作物の市場への出荷と、農作物の残渣の２系統とした。算出方法は坂東市と同様に行

った。 
 
・ 畜産業(図６．３－２) 

 

図６．３－２ 畜産プロセス(移入フロー×１、移出フロー×２) 
 
 畜産プロセスへの投入は飼料投入の 1 系統とした。プロセスからの移出は肉類の出荷、

及び家畜排泄物(ふん・尿合算)の２系統とした。生産される肉類は全て市場に流通するとし、

家畜排泄物はすべて農耕地に投入されると仮定した。算出は坂東市と同様に行った。 
 
・ 漁獲・魚介類加工(図６．３－３) 

 
図６．３－３ 魚介類加工プロセス(移入フロー×１、移出フロー×２) 

 魚介類加工プロセスへの移入は漁獲による１系統、移出は魚介類の市場への流通と、魚

介類残渣の２系統を設定した。漁獲による移入は、各魚種の漁獲量に、可食部リン含量を

かけて算出した。魚介類の加工残渣は残渣の発生量に各魚種の漁獲量割合をかけたものに

可食部リン含量をかけて求めた。魚介類の流通量は漁獲量と残渣の差分によって求めた。 
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・ 消費(図６．３－４) 

 
図６．３－４ 消費プロセス(移入フロー×３、移出フロー×５) 

 消費プロセスへの移入は食品の摂取によって消費される、作物、肉類、魚介類の３系統

とした。リンは洗剤に利用されることもあるが、現在では一部の業務用洗剤を除いて、無

リン化が完了していることから、洗剤への移入は対象外とした。排出フローは系内の別プ

ロセスへの３系統(し尿処理場、浄化槽、下水処理場)と域外への生ごみの搬出、および水域

への排出の２系統の合計５系統を設定した。 
 
・ 農作物残渣 
 農耕地プロセスにて算出した。 
 
・ 公共下水道(図６．３－５) 

 
図６．３－５ 下水処理場プロセス(移入フロー×１、移出フロー×２) 

 下水処理場への移入は消費プロセスからの排水の流入の１系統とした、移出はセメント

原料として域外に排出される汚泥と、水域に排出される処理水の２系統を設定した。 
 
・ 浄化槽(図６．３－６) 

 
図６．３－６ 浄化槽プロセス(移入フロー×１、移出フロー×２) 

 浄化槽には合併浄化槽と単独浄化槽があるが、それらを一括して浄化槽プロセスとした、

浄化槽プロセスへの移入は消費プロセスからの１系統とし移出は、汚泥と処理水の２系統

とした。 



 62 

・ し尿処理場(図６．３－７) 

 

図６．３－７ し尿処理場プロセス(移入フロー×２、移出フロー×２) 
 し尿処理場への移入は消費からの生し尿と、浄化槽からの汚泥の２系統、移出は域内の

埋立処分場へ搬出される汚泥と水域に排出される処理水の２系統とした。 
 
・ 埋立処分場(図６．３－８) 

 
図６．３－８ 埋立処分場プロセス(移入フロー×１、ストック×１) 

 埋立処分場への移入はし尿処理場からの汚泥の１系統とした。埋立処分場に搬入された

リンは全て埋立処分場内にストックされると設定した。 
 
・ メタン発酵＆堆肥化(図６．３－９) 

 
図６．３－９ メタン発酵＆堆肥化プロセス(移入フロー×４、移出フロー×１) 

 メタン発酵＆堆肥化プロセスへの移入は魚介類加工からの魚介類残渣、浄化槽からの汚

泥、消費からの生し尿、下水処理場からの下水汚泥の４系統とした。移出は堆肥の１系統

とし全て域内の農地に還元されると仮定した。 
 
 
 
 
 
 



 63 

６.３.３ MFA の結果(図６．３－１０) 

・ システム内部への移入 
 三浦市への移入は年間 327t で、主な移入フローは漁獲(31%)、化学肥料(31%)、有機肥料

(27％)であった。消費プロセスへの移入は約 10%であった。 
 
・ システム外部への移出 
 域外への移出は年間 158.5t で、そのうち約 75%が製品として市場に流通する魚介類・農

作物であった。製品の移出量は域内での消費量に対して３倍以上の量であった。 
 
・ システム内部へのストック 
 移入総量に対して５割以上がシステム内へストックされており、そのうち農地への土壌

固定が 87%を占めていた。 
・ 廃棄物の有効利用 
 廃棄物系のフローでは、主要産業である漁業・農業に伴って排出される魚介類残渣や農

作物残渣が、まとまった量の資源として存在することが分かった。 
 消費プロセスからの排出フローでは、浄化槽プロセスの重要度が高く、浄化槽処理水は

水域への排出負荷の主な要因であった。 
 域内で有効活用されている廃棄物は畜産廃棄物のみであった。 
 魚介類の加工残渣は域内では有効利用されていなかったが、域外で飼料や肥料原料とし

て利用されていた。 
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図６．３－１０ 三浦市におけるリンのマテリアルフロー
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６.４ バイオマスタウン構想のリンフローへの影響評価 

 バイオマスタウン構想後の想定されるリンフローを図６．４－１に示した。 
 
 バイオマスタウン構想の中で利用対象となっている下水汚泥、浄化槽汚泥、生し尿、魚

介類残渣のリン含有量の合計値は 22.9t で、魚介類残渣が 51%、下水汚泥が 29%を占めた。

これは農地に投入される有機肥料の約 25%であった。 
 また、農作物残渣の有効利用も検討されており、これらを合わせると有機肥料の 45%近

くを域内の資源で供給可能なことが明らかになった。しかし、域内の有機性の資源は限ら

れており、さらに外部から堆肥などを確保する必要があることが分かった。 
 バイオマスタウン構想によって製造される堆肥に関して、量的には三浦市域内で消費さ

れる有機性肥料の約半分の量のリン資源が供給出来る可能性が明らかになった。これまで

の環境保全型の農業への取り組みなどから考えても、堆肥を安定した質と量で供給できれ

ば域内で有効に活用できると考えられる。ただし、下水汚泥などが利用されることに対す

る社会的なイメージの改善などに取り組んでいく必要があると考えられる。 
 
６.５ まとめ 

 生産量が消費量の３倍近いなど、地域の生産地としての能力を反映した MFA の結果を得

ることができた。 
 地域の産業構造を反映したリン資源として、魚介類の加工残渣や農作物残渣が存在して

いることが分かった。 
 三浦市では、有機性廃棄物の有効利用によって有機肥料の４割以上を供給できる可能性

があることがわかった。
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図６．４－１ バイオマスタウン構想後のリンフロー 
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第７章 リン循環の地域特性と資源管理の戦略 

 
 これまでケーススタディごとに MFA の解析結果とそれぞれの地域の特色の把握、および

リン資源の適正管理における重要なポイントを考察してきた。そこでは、周辺地域との連

携の必要性や、化学的回収技術による市場への流通可能性、未利用資源のリン供給ポテン

シャルなどが明らかにされた。 

 ここでは、ケーススタディから得られた情報を元に、より一般的な議論として、地域特

性を把握するための要素と、適正な資源管理を行うための情報の整理を行った。さらに今

後の社会の展望まで含め、ここで示される情報を活用することによって、農業、畜産業、

自治体といった各主体が連携して適正な資源管理に向けて取り組んでいくための基礎的な

情報を整理した。 
 
 
７.１ リンフローの地域特性の分析 

 
 ここではこれまでの調査結果を比較しながら、地域のリン資源を適正に管理していくた

めに、どのような項目を検討していくべきか、また、MFA の結果から明らかになる量的議

論をどのように資源管理に生かしていくのかをまとめた。 
 
７.１.１ 地域のリンフローバランス 

 
 今回行った MFA のケーススタディでは、産業形態などに特徴が見られる３つの地域にお

いて MFA を行い、それぞれから特徴的リンフローの解析結果を得ることができた。この情

報から、リンの資源管理を考える上で重要な地域の特徴を、産業やプロセス間のリンフロ

ーのバランスから抽出した。 
 
・ 地域の生産能力(生産型と消費型)  
 
 今回の MFA では生産部門のプロセスと、消費部門のプロセスを、｢市場｣というシステム

外部のプロセスがつなげると仮定したことによって、生産と消費をほぼ完全に分離して考

えている。実際、生産された農作物や肉類は｢市場｣によって遠方まで流通しているケース

が多いことから、現地で作られた農作物が優先的に域内で消費されるという仮定をおくよ

りは、現実的な見方をしていると考えた。 
 このことによって、対象地域において、生産型の地域なのか、消費型の地域なのかの分
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類が容易に推定でき、生産能力を定量的に評価することが可能となる。 
 消費プロセスへの移入量に対する市場に流通させた製品の量の割合を見てみると、坂東

市では 3.0、三浦市では 3.5、柏市では、消費プロセスの不明分を除いた 190t で除した場合

には 0.1、不明分を入れた 286t で除した場合には 0.07 となる。このように消費地である柏

市と生産地である三浦市、坂東市には数値に明確な差があることが分かった。 
 
 消費プロセスを通過したリンは、浄化槽や下水などの処理プロセスに排出され、そのほ

とんどが有効利用されないまま廃棄されている。汚泥などが有効利用されている場合でも

セメント化が多く、リンの循環利用にはいたっていない。消費型の地域には、生産型の地

域からのリン資源が食物に含まれて集まっていると考えられ、これを農地に還元し循環利

用することは、枯渇資源であるリン資源の管理上、非常に重要であるといえる。 
 しかし、柏のケーススタディから分かるように、都市の規模が大きくなるほど、それに

伴って消費プロセスから排出されるリンの量は多くなる。一方で、農業サイドの需要は減

少すると考えられる。また、下水汚泥の有効利用に際して社会的な障壁が生じる可能性も

高い。こうした問題を解決するためには、市場価値の高い形で回収・利用することが重要

になると考えられた。 
 
 生産型の地域におけるリン資源管理のポイントは、生産部門のプロセスのバランスによ

って異なってくることが考えられる。これは次の畜産業と耕種農業のバランスで述べる。 
 
 
・ 畜産業と耕種農業(堆肥需要の域内バランス) 
 
 畜産業と耕種農業の間のバランスを考えることは、リン資源の適正管理を考える上で最

も重要な要素の一つである。畜産プロセスから排出される廃棄物はその適正管理が法律に

おいて定められるなど、環境負荷の面からその管理が重要視されているが、その一方で、

耕種農家にとっては堆肥源として重宝されているからである。 
 
 こうした畜産業と耕種農業間の連携は、耕種農家が化学肥料に頼った農業を行うように

なり、また、畜産農家が輸入飼料に頼るようになったことによって、一時的には分断され

ていた。しかし、耕種農家の土作りや環境保全型農業への意識の高まりや、畜産農家の排

泄物処理への対応などを受けてその連携の再構築が課題となっている。 
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 柏市においては、畜産業からの堆肥の供給量は、農地への全投入量に対して、13％程度

であると考えられた。柏市の畜産農家から発生する堆肥は、近隣地域の耕種農家や果樹農

家に利用されており、域内で有効利用が進んでいると考えられた。しかしながら、畜産業

者からは安定的な利用者の確保などに苦労しているという声も聞かれ、耕種農家と畜産農

家の連携体制が十分に整っていないことが、こうした状況の原因になっているのではない

かと考えられた。 
 
 一方、畜産業が盛んな坂東市においては、農耕地への投入量に対して供給量が 107％とな

るなど、堆肥の供給過剰の現状が定量的に明らかになった。このような供給過剰な状態の

解消法として、近隣地域との連携が必要であると考えられた。 
 
 坂東市のような供給過剰の状態がある一方で、三浦市においては、畜産業がほとんど営

まれておらず、域内の畜産業から供給される堆肥の量は農耕地への投入量の 1％にも満たな

いことが明らかになった。このことを反映して、三浦市の農家では安定的な堆肥原料の確

保が常に課題となっていた。しかしながら、バイオマスタウン構想が実施された場合には、

域内に存在する未利用資源を有効活用することによって、堆肥需要量の 25～45％程度を供

給できる可能性があることが明らかになった。 
 
 
・ 近隣地域との間の需給バランス 
 
 MFA の結果から、堆肥の需給量について定量的に議論することが可能となる。このこと

によって大量に発生する堆肥を、供給過剰とならないように適切に農地に投入するための

連携体制の枠組みを決めることが出来る。 
 
 坂東市の例では、供給過剰な堆肥を近隣地域と連携して有効利用しようとしている。し

かし、今回の結果からは、現在対象としている枠組みでは、需要が少ないことが考えられ

た。しかしながら、枠組みには入っていないが隣接する他の自治体と連携することによっ

て、より適切に需給バランスの偏りを解消できると考えられた。 
 
 
 堆肥の利用に際して、耕種農家と畜産農家は個人的なレベルで結びついている場合が多

い。このため、有効利用の範囲を広げようと考えた場合には、自治体や農協が率先して耕

種農家と畜産農家を結びつけることが重要になってくると考えられる。 
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 三浦市の例では、域内での供給量がごくわずかであることに加え、近隣にも供給源とし

ての機能を持ちうる地域が存在しないことが明らかになった。このような場合、①バイオ

マスタウン構想のように域内の資源を有効活用する、②堆肥の広域的な流通システムをつ

くる、③今回の MFA の中で対象としていない食品加工など流通・加工工程における有機性

廃棄物を利用する、などの対応が考えられる。現に三浦市では工場から発生する茶かすを

堆肥原料として用いている。 
 
 このように同じ生産的地域でも、農業主体の地域と畜産業主体の地域では資源管理のポ

イントが大きく異なる。このため、①消費と生産のバランス、②畜産と耕種のバランス、

③周辺地域とのバランスの三つのバランスを考えた上で、地域の資源管理を進めていく必

要がある事と考えられた。 
 
 
７.１.２ 各種資源の利用可能性 

 
 地域によって存在する資源は大きく異なり、その利用方法や用途も異なる。今回の調査

から得られた情報を元にその利用可能性を評価し、どのような資源から消費されていくの

かをまとめた。 
 
・ 農作物残渣 
 リン資源としてまとまった量が発生するが、多くは農地にすきこまれている。一部連作

障害をもたらすものもあり、残渣の処理が困難な場合もある。発生源がはっきりしている

ため、利用に際しての問題は少ないが、発生量の時期的な変動が大いため大規模な施設で

の利用には向かない。 
 
・ 家畜ふん尿 
 規模の大きな畜産農家が地域にある場合、まとまった量が集中的に排出される場合があ

る。畜産農家にて堆肥化され、耕種農家に販売されるケースが多いが、農家同士の個人的

なつながりによって利用されている場合が多い。環境保全型農業への関心の高まりなどか

ら耕種農家への需要が見込まれる一方で、畜産業が集約化によって発生源が一極集中して

いる傾向があり、坂東市のように供給過剰となる地域も多い。 
 
・ 魚介類残渣 
 漁港や魚市場を持つ地域においてはまとまった資源となる。質・量ともに安定して排出

される上、排出源がはっきりしているため、試料や肥料の原料として有償で引き取られて
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いるケースもある。 
・ 生ごみ 
 有機性廃棄物の有効利用というと生ごみの利用が持ち上がることが多いが、リンフロー

に占める生ごみの割合はいずれの地域でも小さく、リン資源の管理という点からの重要度

は低い。 
 三浦市では一般ごみから生ごみを自動的に分離して堆肥化するという処理を行っていた

こともあったが、異物の混入などの問題が多かった。このように、生ごみを有効利用する

ためには多くの人の協力を必要とするため、質的な安定が大きな課題となる。 
 
・ 生し尿・浄化槽汚泥 
 現在、どの地域においても、衛生センターなどで処理されていた。二つをまとめるまと

まった量の資源となりうる。衛生センターの汚泥は堆肥化している地域もあったが、近年

セメント化される割合が増加している。質的・量的な安定性は高いが、農業利用する際に

はイメージなど社会的な部分にどう対処するかが問題となる。 
 また、浄化増に関しては農村地域などでは利用者が多く、フローの量も多い一方で、リ

ンの除去に関してはほとんど効果が無いため、水域へのリン負荷の主な原因となっている

場合がある。 
 消費プロセスから排出されるリンの管理という点では、検討の余地がある部分であると

考えられる。 
 
・ 下水汚泥 
 調査地域から排出される下水汚泥はすべてセメント原料とされていた。こうした流れは

全国的に広がっている。山形市などでは堆肥として利用されているが、利用先の確保が一

番の課題であったなど、し尿などと同じく社会的な部分に対処していく必要がある。 
 柏のケーススタディで見られたように、下水には家庭以外からの接続も多くあると考え

られる。このように工場など不特定多数が利用するシステムである下水道は、家畜ふん尿

の利用のように、個人的なつながりで利用されることが多い堆肥での流通には馴染まない

部分があるといえる。 
 
 
・ その他食品加工残渣など 
 今回の調査ではこうした流通・加工の段階はシステムから除外していたため、発生状況

などは把握していない。近年、農林水産省が行った調査(農林水産省,2003)によると、発生

量のうち 49％が飼料や肥料の原料として再利用されている。こうした工業系のフローの把

握も資源を効率的に管理するうえで重要であると考えられる。 
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 このように特にリンフローにかかわりがあると考えられる有機性廃棄物をみると、生産

や流通・加工に伴って発生する廃棄物は比較的有効利用が進んでいると考えられる。これ

は、消費プロセスから排出されるものと比べ、質的・量的に安定しており、排出源も分か

りやすいことなどが要因として挙げられる。 
 消費プロセスからの排出分に関しては、下水汚泥をはじめ有効利用が進んでいない。こ

うした状況は、ヒトの排泄物を利用することへの心理的な壁が存在することと、不特定多

数が接続する下水道のようなシステムでは排出源の特定できず、安心・安全を意識する農

家ほど利用しづらいシステムになっていることが一因といえる。浄化槽など個別分散型シ

ステムは下水道のこうした面を緩和できるが、リンの資源管理という面では、水域への排

出源となるなど問題が多く儀銃的な改善が必要となる。 
 
 リン資源の管理という点からは、まず、産業系の廃棄物の発生状況や分布状況を把握し、

周辺地域における有効利用を促進することが重要である。 
 また、消費系からの排出プロセスでは、浄化槽など個別分散型に関しては、より栄養塩

類の除去・回収といった側面に重点をおいたシステムへの移行が必要となる。下水道など

不特定多数が利用するシステムでは、化学的な回収など、より市場価値の高いかたちで回

収することは流通上のメリットの他、下水汚泥に対する社会的な不信感を切り離すことが

出来る利点があると考えられる。 
 
 
７.２ 社会の変動とリンフローに及ぼす影響 

 
 
７.２.１ 肥料需要のあり方 

 
 今後の農業のあり方が肥料需要に与える影響は大きい。有機農作物に代表される有機肥

料を積極的に用いて行う農業では、有機性廃棄物などが積極的に利用され循環利用される

可能性があり、植物工場のような大規模施設栽培のような場合には、土壌固定を抜本的に

なくすことによって施肥効率の大幅な改善が考えられる。今後の見通しを立てる上で、こ

うした流れを整理しておく必要があると考えられる。 
 
 
・ 環境保全型農業 
 環境保全型の農業の推進はリン資源管理の上で重要な要素である。需給バランスの分析

に当たって、窒素量にして化学肥料投入量を半分削減という、特別栽培農作物の認定基準
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を参考としたように、施肥に関しての具体的な制限がかかるからである。 
 実質的な制限を受ける登録制度は、特別栽培農作物と有機農作物の二つの登録制度があ

り、特別栽培農作物では“化学窒素施肥量を２分の１”にしなければならず、有機農作物

では“原則として化学的に合成された肥料を使用しない”という制限を受ける。 
 
 しかし、どちらの制度も有機肥料や堆肥の施用についての厳密な制限が設けられていな

いことや、リンの施肥に関してはどちらも規定がなく、有機農作物においては天然リン鉱

石は“使用が可能な資材”として扱われるなど、必ずしも施肥使用量が削減されるとは限

らない。ただ、長年リン肥料を投入してきた圃場ではすでにリンの施肥効率は上限に達し、

化学肥料の投入を減らした方が単収が上がる場合もあることが指摘されており(西尾,2003)、
窒素と同様に、今後は施肥量が減らされる方向にあると考えられる。 
 
・ 植物工場  
 植物工場とは｢環境制御や自動化などハイテクを使用した植物の周年生産システム｣と定

義される。施設内の温度、光、炭酸ガス、培養液などの環境条件を最適化させる自動制御

装置と、播種、移植、収穫、収穫、出荷調整などの作業固定の自動化とを組み合わせ、植

物を天候に左右されずに省力的にかつ、安定的に生産するシステムであり、高度に機械化

された施設栽培の一つと位置付けることが出来る(農林水産省農林水産技術会議,2005)。 
 光の制御などに話題が行きがちではあるが、こうした栽培法方が一般的になると、栄養

塩類の供給システムも大きく変化する可能性がある。 
 植物工場では、培養液の循環利用が養水分の供給技術の中で課題とされてきた。しかし、

近年、濾過膜による処理や UV 殺菌技術、過熱殺菌技術が実用段階に入り、培養液の循環

利用が可能になったことによって、施肥効率が劇的に改善された。投入された肥料成分は、

製品として植物に吸収されるまで工場内で循環利用される。そのため、100％とはいかない

までもそれに近い施肥効率を得ることが出来ると考えられる。既存の農法が投入肥料の 1
割程度しか回収できないのと比べるとその効率の高さが分かる。 
 しかしながら、このような培養液を用いて栽培を行うためには、水溶性の成分としてリ

ンが供給される必要がある。こうした肥料源は、有機物の有効利用といったシステムとは

全く異なるシステムから確保されなくてはならない。 
 そのような点からは、下水からの化学的な回収技術などはこうしたシステムと結びつけ

ることによって、既存の農業のあり方とは異なる、新しい循環型のシステムとなる可能性

を持っているといえる。 
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７.２.２  肥料供給のあり方 

 
 本論分の背景でも述べてきたように、リン鉱石は枯渇資源として考えられており、今後、

埋蔵量の減少や質の低下に伴って価格が高騰する可能性がある。こうした場合に、国内に

ある資源をどう活用するかということが課題となり、先に述べた、需要側の変動とリンク

しながら供給方法も変動しなければならない。有機農法と関連しては有機性廃棄物の有効

利用が、また、植物工場と関連しては、下水や畜産排水からのリンの化学的な回収方法な

どが肥料供給のあり方として考えられる。 
 
・ 有機性廃棄物のリサイクル 
 坂東市の事例で見てきたように、都市からやや離れた地域においては、畜産業と耕種農

家の連携によって、環境保全型の農業が推進される可能性が高いと考えられる。畜産業は

すでに大規模化が進んでおり、一定の生産能力を維持し続けると考えられる。そのため、

畜産業と耕種農家が連携して有機物リサイクルを行っていくことは、畜産業から排出され

る大量の堆肥の利用という点からも重要であるといえる。 
 また、三浦市の事例で見てきたように、有機性廃棄物のリサイクルが地域のリンフロー

に与える影響は大きい。地域の資源の有効活用に加えて、浄化槽など生活系の分散型シス

テムに対して、コンポスト化して回収できるような社会的なシステムが整えば、有機性廃

棄物の有効利用によって栄養塩類が循環利用されるような構造が出来る可能性もある。 
 
・ 下水などからの化学的な回収 
 柏市の事例で見たように、下水に含まれるリンは汚泥としては利用可能性が低いと考え

られるが、化学的な回収方法の適応によって、大規模な下水処理場の場合には、周辺地域

のリンフローに大きな影響があると考えられる。特に、リン鉱石と同様の化学肥料成分と

して回収できる場合には、化学肥料に置き換わる資源としての可能性が十分に考えられる。 
 また、こうした技術はかなりの高純度でリンを回収できることが知られており、先にあ

げた植物工場などと結びつきを強めることで、下水中のリン資源を多く持つ都市近郊にお

いて、新しい農業のスタイルとなりうる可能性がある。 
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７.３ 地域の類型化と管理への課題 

 
 今回の MFA の結果から地域を３つのパターンに類型化できるのではないかと考えた。 
 
①消費地的性格を持った地域 

この地域においては、消費に関連したフローの適切な管理が最も重要な課題となる。特

に下水道や浄化槽に関連したフローからの資源回収が大きな意味を持つ。その際には、域

内で消費され排出される量に対して、需要が少ないことや、利用に際しての社会的な障壁

が考えられるなどの問題があるため、市場での流通まで視野に入れた、高付加価値となる

方法によって回収することが望ましいと考えられる。 
 
 消費地に対して、生産地ではさらに二つのタイプに分けられる。すなわち、堆肥供給型

と堆肥需要型の地域である。 
 

②堆肥供給型生産地域 

域内に大規模な畜産農家を持つ場合などは、その堆肥を利用するために、近隣地域まで

含めた耕種農家との連携が不可欠になってくる。この際、耕地面積と畜産業の割合から、

周辺のどの地域に需要が見込まれるかはある程度検討がつけられる。周辺でも全体として

供給過剰な場合は、さらに枠組みを広げた流通体制の構築が必要となる可能性もある。 
  
③堆肥需要方生産地域 

堆肥需要型の地域では、域内の未利用資源の活用と、周辺からの堆肥原料の確保、およ

び環境保全型農業への取り組みを推進していく必要がある。周辺地域に適当な堆肥供給型

の地域がない場合には、食品加工業など安定した質の有機性廃棄物が発生するような産業

を周辺で探す必要がある。なお、こういった産業部門との連携という意味では今回の MFA
は不十分な点が多く、産業部門における栄養塩類のフローを把握する必要がある。 
  
 
表 ７．１－１ 地域の類型化と管理への課題  
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７.４ リン資源の適正管理に向けた MFA 

 
 このように、市町村レベルでの MFA を行うことによって、リン資源の適正管理に向けて、

地域を類型化することができ、地域の性格に応じた取り組みのあり方が明らかになること

を論じてきた。 
 
 
 こうした一般的な情報に加えて、市町村レベルでこうした分析を行うことによって、特

定の水域への排出負荷や、地域に存在する資源、周辺地域との需給バランスなどを定量的

に把握することが出来た。地域における過剰施肥を未然に防止しつつ、周辺地域との連携

を取っていくという観点から、こうした分析が非常に重要であると考えられる。また、畜

産堆肥の流通の現在の状況は、耕種農家と畜産農家の個人的なつながりによる部分が大き

く、こうしたスケールで物事を考えることによって、実際の取り組みにつなげることが出

来る分析範囲であるといえる。 
 
 
 ただし、柏市のケースで、手賀沼を考えた場合や、工業由来と考えられる由来不明のフ

ローが考えられるなど、不十分な点もあった。流域単位でのデータ整備や、産業部門にお

ける栄養塩類のフローの分析については GIS を用いたデータ整備や PRTR 制度のような形

で、常にそのフローを追うことが出来るような体制を整えることが重要であると考えられ

た。 
 
 
 このような分析は、特定の自治体のみによって行われるというよりは、様々な主体が様々

なレベルで行って、そのデータを統合化することによってより精度が高まり、効果的な取

り組みにつなげることが出来る。そのための基本的な調査の枠組みとして、市町村レベル

での分析を行い、データを積み上げていくことがリン資源、あるいは栄養塩類全体の適正

な管理と循環利用できる社会体制を作っていく上で重要であると考えられた。またこうし

た分析が簡単に行えるように解析手法を汎用化する必要があると考えられた。 
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第８章 まとめ 

 
 
本研究で３つの自治体を対象として MFA を行うことによって、それぞれの地域の産業構

造などを反映したリンの流れを定量的に表すことが出来た。 
 
 
 茨城県坂東市のケースでは、畜産業から発生する大量の堆肥が、地域の農地の受け入れ

可能量の倍近く存在するため、耕種農家と畜産農家との連携強化の必要性に加え、周辺地

域との連携の必要性が示された。また、周辺地域との連携においても、堆肥の供給超過と

なることが予想された。しかしながら、既存の枠組みとは異なる枠組みで考えた場合には、

隣接する自治体内での有効利用が可能であることが示された。 
 
 
 千葉県柏市のケースでは、消費由来のフローの割合が高く、大量に下水に流れ込むため、

下水汚泥に含まれるリンは地域で消費される有機肥料の４倍以上の量となり、周辺地域と

連携しても利用することは困難であると考えられた。しかし、下水からの化学的な回収に

よって化学肥料を供給した場合、年間 57t の回収量が見込まれ、地域で消費される化学肥

料の半分程度をまかなえる可能性が示唆された。また、このように市場での価値が高い製

品として資源を回収することが、需要の少ない消費型の地域においては重要であると考え

られた。 
 
 
 神奈川県三浦市のケースでは、野菜の生産地としての高い能力の一方、域内に畜産農家

がほとんどないことから、慢性的な堆肥の供給不足になっていることが明らかになった。

しかし、周辺地域との連携を考えても、周囲にも供給地となれるような地域は存在せず、

域内の資源を有効に活用することが重要であると考えられた。また、ここでは有機性廃棄

物の有効利用が地域のリンフローに与える影響を定量的に把握した。その結果、域内の資

源を用いることによって、域内で消費される有機肥料の 25～45％を供給できることが示唆

された。 
 
 
 これらのケーススタディの結果から、地域を３つのパターンに類型化できるのではない

かと考えた。 
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  一つは消費地としての性格を持った地域で、排出量に対して需要が少ないことや、下

水汚泥などの利用に際しての社会的な障壁があることが考えられるため、市場での流通ま

で視野に入れた、高付加価値となる方法によって回収することが望ましいと考えられた。 
 
 生産地はさらに堆肥供給型と堆肥需要型の地域の二つのタイプに分けられ、域内に大規

模な畜産農家を持つような堆肥供給型の地域では、その堆肥を利用するために近隣地域ま

で含めた耕種農家との連携が必要であると考えられた。この際、耕地面積などから需給バ

ランスを解析することが重要な情報源となると考えられた。 
 
 堆肥需要型の地域では、域内の未利用資源の活用と、周辺からの堆肥原料の確保などの

取り組みが必要となると考えられた。周辺地域に適当な堆肥供給型の地域がない場合には、

食品流通・加工といった産業部門との連携が必要となるが、この点に関して今回の MFA の

結果は不十分な点が多かった。そのため、産業部門における栄養塩類のフローを把握する

必要があると考えられた。 
 
 
 今後の展望として、こうした分析手法の一般化・汎用化を行い、各自治体レベルで解析

を行うことが、未利用資源の有効活用や、周辺地域との連携などを考える際に重要である

と考えられた。 
 
 また、流通・加工といった産業部門における栄養塩類の移動を把握することも重要であ

ると考えられ、こうした情報を管理するために PRTR のような制度を作ることが有効であ

ると考えられた。 
 
 
 資源の循環利用というと、全国規模の数値を出してそれらを一括して扱ってしまうよう

な議論や、逆に何でも小さなバウンダリーの中に押し込めてしまおうという風潮があるよ

うに感じられる。それは三浦市のバイオマスタウン構想で、もともと飼料や肥料として利

用されていた魚介類残渣を域内で利用しようとする姿勢にも現れているように感じた。今

回の研究結果から、地域内に押し込めるというよりは、需要と供給のバランスで必要な場

所に必要なものを移動させることが重要であると考えられた。そうした取り組みを効率的

に進めるための基礎的な情報を整備する意味で、MFA といった分析手法がより一般的に用

いられる必要があると考えられる。 
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